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１ 計画策定の趣旨 

 

 すべての子どもの良質な成育環境を保障し、子ども・子育て家庭を社会全体で支援するた

めに平成２４年８月「子ども・子育て関連３法」が制定されました。 

 

 本市では、平成２７年度から「室戸市子ども・子育て支援計画」を策定し、教育・保育及

び地域の子ども・子育て支援事業に取り組み、子どもの最善の利益を最優先に考え、すべて

の子どもが健やかに成長できる環境の提供を目指してきました。 

 

 少子化が加速的に進行する中、核家族化や共働き家庭の増加など、子育てを取り巻く環境

はめまぐるしく変化しています。それに伴い子育てへのニーズも変化しており、子育てを安

心してできる環境の整備が、より一層重要となっています。 

 

 本市の「第２期室戸市子ども・子育て支援計画」が令和６年度末をもって終了することか

ら、地域の多様な子育て支援ニーズに応じたサービスの充実を図り、妊娠・出産期からの切

れ目のない支援を提供できるよう「第３期室戸市子ども・子育て支援計画」を策定します。

これにより子どもの健やかな育ちと子育てを社会全体で支援する環境を整備し、地域全体で

子どもの未来を支えていくことを目指します。 
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２ 計画の位置づけと期間 

 

（１）計画の位置づけ 

 

本計画は、「子ども・子育て支援法」第６１条第１項に基づく「市町村子ども・子育て支

援事業計画」として策定するものであり、教育・保育や地域子ども・子育て支援事業の量

の見込みを把握し、それに対応するための確保の方策を定める計画です。 

また、「次世代育成支援対策推進法」第８条に基づく「市町村次世代育成支援行動計画」

と、貧困状態にある子どもと子育て家庭へ必要な施策を展開するための「こどもの貧困の

解消に向けた対策の推進に関する法律」第１０条に基づく「子どもの貧困対策計画」を内

包し、子ども・子育て支援に係る総合的な計画として策定するものです。 

さらに、本市の「室戸市総合振興計画」「室戸市地域福祉計画」を上位計画とし、室戸市

における児童福祉、母子保健・医療、教育関係などの子ども・子育てに関する諸施策を総

合的に進めるための計画として位置づけられるものです。 

 

【国の動向】 
 

○令和２年以降の主な法律の改正等 

 ・「子ども・子育て支援法」基本指針改正 令和２年４月 施行 

 ・「新子育て安心プラン」 令和２年１２月 公表（～令和６年度末） 

 ・「子ども・子育て支援法」基本指針改正 令和２年４月 施行 

 ・「こども家庭庁」 令和５年４月 発足 

 ・「こども基本法」 令和５年４月 施行 

  （こども施策を社会全体で総合的かつ強力に推進していくための包括的な基本法） 

 ・「こども大綱」 令和５年１２月 閣議決定 

  こども大綱が目指すのは「こどもまんなか社会」 

   （すべてのこども・若者が身体的・精神的・社会的に幸福な状態（ウェルビーイング）

で生活を送ることができる社会） 

 ・「児童福祉法等の一部を改正する法律」 令和６年４月 施行 

   （「子ども家庭総合支援拠点」と「子育て世代包括支援センター」を見直し「こども

家庭センター」設立の努力義務等） 

 ・「子ども・子育て支援法」に基づく基本指針の改正 令和７年４月 施行 
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（２）計画の期間 

 

  本計画の期間は、令和７年度から令和１１年度までの５か年とします。 

 

 
令和 

5年度 

令和 

6年度 

令和 

7年度 

令和 

8年度 

令和 

9年度 

令和 

10年度 

令和 

11年度 

室戸市子ども・ 

子育て支援計画 
 

 

     

 

３ 計画の策定体制 

 

（１）子ども・子育て支援会議の設置 

 

  「子ども・子育て支援会議設置条例」に基づき、学識経験のある人や地域の関係団体・

機関の代表者や市長が適当と認める人からなる「子ども・子育て支援会議」を開催し、審

議いただいた上、計画を策定しました。 

 

（２）アンケート調査の実施 

 

  令和６年３月にアンケート調査「子ども・子育て支援に関するアンケート（ニーズ）調

査」を未就学児童と小中学生の保護者へ実施し、計画策定の基礎資料としました。 

 

（３）子育て当事者・若者へのヒアリング実施 

 

  令和６年６月に市内在住の子育て当事者と未婚もしくは既婚であるが子どもがいない

若者へヒアリング調査を行い、計画策定の基礎資料としました。 

 

（４）パブリックコメントの実施 

 

  パブリックコメントを令和７年１月に実施し、市民から広く意見聴取を行い、計画書に

意見反映を行いました。 

   

 
第３期 

子ども・子育て支援計画 

第２期子ども・ 

子育て支援計画 
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４ SDGsの位置づけ 

 

 SDGs（持続可能な開発目標）は、２０１５年９月の国連サミットで加盟国の全会一致で

採択された「持続可能な開発のための２０３０アジェンダ」に記載され、「誰一人取り残さ

ない」を原則に、２０３０年までに持続可能でよりよい世界を目指す国際目標です。 

 SDGsの理念は、本市が目指す「みんなが生き生きと活躍し、健康と幸せと豊かさを実現

するまち」という将来像と方向性を同じくするため、本市において各施策の取組が SDGsに

資することを意識して、まちづくりを進めています。 

 本計画の推進にあたっても、SDGsの理念を踏まえ、子ども・子育ての施策の推進に取り

組み、SDGsの目標達成に貢献します。 

 

【SDGsの１７の目標】 

 
 

【関連する SDGsの達成目標について】 

 

目標１（貧困） 
 全ての子どもが幸せな状態で成長
できるよう、子どもの貧困の解消と
貧困の連鎖の防止に取り組みます。 

 

 

目標３（健康と福祉） 
 全ての子どもが心身ともに健やか
に成長できるよう、切れ目のない支
援を行います。 

     

 

目標４（教育） 
 学校・家庭・地域における教育力を
向上させ、子どもの生きる力を育む
教育環境を整備します。 

 

 

目標５（ジェンダー平等） 
 男女平等の理念を推進し、夫婦で
の共育と、仕事と子育ての両立、男女
共同参画等の環境づくりに努めます。 

     

 

目標８（働きがい） 
 仕事と子育ての両立を図る中で、自
らのキャリアを犠牲にせず、仕事での
自己実現が図られるよう支援します。 

 

 

目標１０（平等） 
 全てのこどもが平等に権利の主体
として、個人が尊重され、基本的人権
が保障される環境を整えます。 

     

 目標１１（まちづくり） 
 子育てを地域で支え、全ての子ど
もが安全に安心して暮らすことがで
きるまちづくりを進めます。 

 

 

目標１６（平和と公正） 
 全ての子どもが身体的・精神的・社
会的に将来にわたって幸せな状態で
暮らせる社会の実現を目指します。  
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１ 室戸市の現状 

 

（１）人口と世帯数の状況 

 

本市の人口は減少の一途であり、年間３００～３５０人の減少が続いており、令和元年

度の１３,０６２人から、令和５年度には１,３１１人減少しており、１１,７５１人となっ

ています。 

すべての年代が減少傾向にあり、令和元年からの５年間で、６５歳以上では３６４人減

少し、１５～６４歳では７７８人減少し、０～１４歳では１６９人減少しています。 

 

【室戸市人口】 

 
                      出典：住民基本台帳（各年度９月末日現在） 

 

   

895 851 820 777 726 

5,700 5,458 5,217 5,049 4,922 

6,467 6,419 6,341 6,230 6,103 

13,062 
12,728 

12,378 12,056 11,751 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

0～14歳 15～64歳 65歳以上

（人）
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【人口ピラミッド】 

令和元年度 

 
 

令和５年度 

 
出典：住民基本台帳（各年度９月末日現在） 
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【世帯数の推移】 

人口減少と相まって世帯数も年間約１００世帯ほど減少しています。また、世帯人員

が２人以下で減少傾向にあることから、単身世帯が増加していることが考えられます。 

 

 
出典：住民基本台帳（各年度９月末日現在） 

 

【児童数の推移と推計】 

   就学前と小学生年代の児童数の推移をみると、令和元年度から令和５年度にかけて１

４８人減少し、令和５年度には５４６人となっており、減少傾向にあります。推計値を

みると、令和１１年度には１８８人減少し、３５８人となっています。令和７年度には

５００人を下回り、令和１０年度には４００人を下回る推計となっています。 

 

 
実績値出典：住民基本台帳（各年度９月末日現在） 

※推計値は、実績をもとにコーホート変化率で算出。   
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  本市の未婚率を年代ごとにみると、すべての年代で、男性より女性の方が低くなってい

ます。男女ともに３９歳までは年代が上がるごとに減少していますが、その後、３０代後

半から概ね横ばい状態となっています。 

  未婚者数と既婚者数を比べると、３０歳までは既婚者よりも未婚者の数が多くなってい

ますが、それ以降は逆転し、既婚者の方が多くなっています。 

 

【未婚率の推移】 

 
                           出典：令和２年、国勢調査 

 

【未婚者数・既婚者数の推移】 

 
                          出典：令和２年、国勢調査 
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（３）女性の就労状況 

 

  本市の女性の就労率は、令和２年の２０～４９歳は概ね高知県全体の女性の就労率より

高くなっており、５０歳以上は高知県の方が高くなっています。 

  また、平成２７年と令和２年の女性の就労率を比べると、平成２７年の３０～３５歳で

は 64.5％と一旦減少し、深いM字カーブを形成しています。M字カーブとは、女性の就

労率が、結婚や出産期に一旦低下して、育児が一旦落ち着いた時期に上昇するもので、女

性が結婚、出産期に就労を中断しなくても良い環境の整備が求められています。令和２年

には３５～３９歳で一旦減少していますが、平成２７年よりもM字カーブは緩やかになっ

ています。 

 

【室戸市、高知県の女性の就労状況】 

 

 
                          出典：平成２７年・令和２年、国勢調査 
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（４）保育施設の状況 

 

  ほぼすべての保育所で、児童数が定員数よりも少なく、待機児童がないことが分かり

ます。また、一部を除いて、すべての保育所で児童数が減少しており、令和元年度の２

７６人から、令和５年度には８１人減少し、１９５人となっています。 

 

【保育所別児童数の推移】 

単位：人 

 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

佐喜浜保育所 25 23 20 22 16 

定員数 30 30 30 30 30 

大谷保育所 31 26 26 20 16 

定員数 30 30 30 30 30 

羽根昭和保育所 31 23 22 20 16 

定員数 70 40 40 30 30 

菜生保育所 13 16 20 19 14 

定員数 20 20 20 20 20 

むろと保育園 104 100 81 77 70 

定員数 120 120 100 90 80 

元保育所 30 25 26 25 29 

定員数 30 30 30 30 30 

吉良川第一保育所 42 35 35 37 34 

定員数 50 50 50 40 40 

計 276 248 230 220 195 

出典：こども子育て支援課（各年度４月１日現在） 

 

（５）地域子ども・子育て支援事業等の状況 

 

①利用者支援事業  

   母子保健と児童福祉を担う「こども家庭センター」を設置したことによって、妊娠

期から子育て期に至るまで、切れ目のない支援が可能となり、すべての妊産婦、子ど

もと子育て世帯への一体的な相談支援、関係機関のコーディネートを行い、必要な

サービスへ有機的につないでいきます。利用者支援事業は、総合的に支援を行う「こ

ども家庭センター」が担っています。 

 

○本市における整備量 

現状の実施箇所数 

１   
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②延長保育 利用者数 

  保育認定を受けた児童について、保護者の就労時間等により、保育所等における１１

時間の開所時間を超えて、保育時間の延長を行う事業です。 

  延長保育の利用者は、令和元年度から令和５年度にかけて１２人前後で推移していま

す。 

単位：人 

 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

吉良川第一保育所 12 13 11 12 12 

出典：こども子育て支援課 

 

③乳児保育 利用者数 

  ０歳・１歳・２歳児に対して、健やかな成長を支援する保育の事業です。 

  乳児保育の利用者をみると、令和元年度の１０８人から、令和５年度には４０人減少し、

６８人となっています。 

単位：人 

 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

佐喜浜保育所 9 10 9 11 4 

大谷保育所 8 7 10 10 3 

羽根昭和保育所 12 7 4 5 6 

菜生保育所 6 11 9 9 3 

むろと保育園 40 34 27 21 27 

元保育所 15 12 12 11 12 

吉良川第一保育所 18 18 11 11 13 

計 108 99 82 78 68 

出典：こども子育て支援課 

 

④休日保育 利用者数 

  保育所に入所している子どもで、日曜・祝日に保護者の就労等により家庭で保育でき

ない場合に、保護者に代わって保育する事業です。 

  休日保育の利用者をみると、令和５年度には０人となっています。 

単位：人 

 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

佐喜浜保育所  3 1 1 0 

出典：こども子育て支援課 
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⑤障がい児保育 利用者数 

  集団保育が可能な心身に障がいを持つ子どもを、健常児との保育を通して、発達促進

と生活習慣の自立を支援し、健全な育成を図る事業です。 

  障がい児保育の利用者をみると、令和元年度からほぼ横ばい状態となっています。 

単位：人 

 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

佐喜浜保育所 1 1 1 2 2 

大谷保育所 1 2 1   

むろと保育園 3 3 2 3 3 

元保育所 2 1 2 2 2 

計 7 7 6 7 7 

出典：こども子育て支援課 

 

⑥一時預かり 利用者数と施設数 

 家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳幼児を保育所で一時的に

預かる事業です。 

  一時預かりの利用者をみると、令和元年度の１５９人から、令和５年度には９３人減

少し、６６人となっています。 

単位：延べ人、施設 

 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

利用者数 159 87 170 65 66 

施設数 1 1 1 1 1 

出典：こども子育て支援課 

 

⑦子育てサロン（地域子育て支援拠点 クローバー） 利用者数と施設数 

  子育てをしている保護者や子どもが同じような仲間と交流できる憩いの場を提供す

る事業です。 

  子育てサロンの保護者の利用者をみると、令和元年度の５７７人から、令和５年度

には３５２人減少し、２２５人となっています。 

単位：延べ人、施設 

 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

子ども 利用者 654 418 433 102 221 

保護者等 利用者 

（妊婦含む） 
577 416 419 107 225 

施設数 1 2 2 1 1 

出典：こども子育て支援課 
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⑧放課後児童クラブ 利用者数 

  共働き家庭など留守家庭の児童に対し、放課後や長期休業中に学校の余裕教室等で、

適切な遊びや生活を提供し、児童の健全育成を図る事業です。 

  放課後児童クラブの利用者をみると、令和元年度の３４人から、令和５年度には１８

人増加し、５２人となっています。 

 

単位：人 

 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

1年生 13 9 16 12 15 

2年生 6 11 9 14 10 

3年生 2 5 8 6 14 

4年生 8 0 3 5 5 

5年生 1 7 3 5 3 

6年生 4 1 3 0 5 

計 34 33 42 42 52 

出典：生涯学習課 

 

⑨放課後子ども教室 利用者数 

  地域住民や大学生・企業ＯＢなど様々な人材の協力を得て、放課後等にすべての子ど

もを対象とした学習支援や多様なプログラムを実施する事業です。 

  本市では、佐喜浜、吉良川、羽根の３か所で実施しています。 

単位：人 

 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

1年生 23 33 10 14 13 

2年生 26 20 28 10 13 

3年生 23 24 16 25 8 

4年生 26 16 23 17 20 

5年生 15 25 14 18 18 

6年生 32 15 20 10 10 

計 145 133 111 94 82 

出典：生涯学習課  
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⑩乳幼児健康診査 受診者数 

  子どもの成長確認や子育てに関する相談の機会として、乳児健診（４・７・１０か月

児）と幼児健診（１歳９か月・３歳６か月児）を実施する事業です。 

  各年度のすべての健診で９０％台、もしくは１００％の受診率となっています。 

単位：人 

 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 

4か月児 

乳児健康診断 

対象者数 46 37 30 38 29 

受診数 45 36 28 38 28 

受診率（％） 97.8 97.3 93.3 100 96.6 

7か月児 

乳児健康診断 

対象者数 49 34 37 39 27 

受診数 47 33 37 39 27 

受診率（％） 95.9 97.1 100 100 100 

10か月児 

乳児健康診断 

対象者数 46 39 41 24 35 

受診数 44 38 40 24 35 

受診率（％） 95.7 97.4 97.6 100 100 

1歳 9か月児 

幼児健康診査 

対象者数 54 48 32 40 25 

受診数 51 47 31 38 25 

受診率（％） 94.4 97.9 96.9 95 100 

3歳 6か月児 

幼児健康診査 

対象者数 46 53 48 45 37 

受診数 44 51 47 43 36 

受診率（％） 95.7 96.2 97.9 95.6 97.3 

出典：保健介護課 
 

 

⑪乳児家庭訪問指導 訪問指導人数  

  生後４か月までの乳児のいるすべての家庭を訪問し、様々な不安や悩みを聞き、子育

て支援に関する情報提供を行うとともに、親子の心身の状況や養育環境等の把握や助

言を行い、必要な場合には適切なサービス提供につなげる事業です。 

  乳児家庭訪問指導をみると、令和元年度の４０人から、令和５年度には１１人減少

し、２９人となっています。 

単位：人 

 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

実績値 40 46 20 38 29 

出典：保健介護課 
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⑫妊婦健康診査 利用者数 

  母子保健のための定期健診で、妊婦と胎児の健康状態を確認し、妊婦に関連する疾患

の早期発見や予防を目的とする事業です。 

  妊婦健康診査をみると、令和元年度の４１９人から、令和５年度には８７人減少し、

３３２人となっています。 

単位：延べ人 

 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

実績値 419 501 334 428 332 

出典：保健介護課 

 

⑬養育支援事業 利用者数 

 子育てに対して不安や孤立感等を抱える家庭や、様々な原因で養育支援が必要となっ

ている家庭に対して、子育て経験者等による育児・家事の援助又は保健師等による具体

的な養育に関する指導助言等を訪問により実施する事業です。 

 養育支援事業をみると、令和元年度の３３人から、令和５年度には９人増加し、４２

人となっています。 

単位：延べ人 

 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

実数 33 30 53 35 42 

出典：保健介護課   
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（６）小学校児童・中学校生徒の状況 

 

 本市の小学校児童数は、年間１５～４０人の減少が続いており、令和元年度の３９５人

から、令和４年度には８０人減少して、３１５人となっています。令和５年度では、全体

では４人増加していますが、３年生が１３人減少しています。 

中学校生徒数は、令和元年度から令和４年度にかけて４０人増加し、２１６人とピーク

となっていますが、令和５年度には３７人減少し、１７９人となっています。 

 

【小学校児童数の推移】 

 
                                  出典：学校教育課 

 

【中学校生徒数の推移】 

 
                                   出典：学校教育課 
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２ 子ども・子育て支援に関するニーズ調査結果 

 

（１）調査の目的 

 

本調査は、「第３期室戸市子ども・子育て支援計画」の基礎資料として、教育・保育・

子育て支援に関する「現在の利用状況」や「今後の利用希望」を把握し、本市で確保す

るべき保育・子育て支援に関する「量の見込み」を算出するため、室戸市内の就学前児

童・小学校児童の保護者の方を対象にアンケート（ニーズ）調査として実施しました。 

 

（２）調査概要 

 

調 査 地 域 室戸市全域 

調査対象者 
未就学児童 就学前児童の保護者 

小学校児童 小学校児童の保護者 

調 査 時 期 令和６年２月２７日～令和６年３月１５日 

調 査 方 法 

未就学児童：保育所入所児童は、保育所を通じて配布・回収 

保育所未入所児童は、郵送での配布・回収 

小学校児童：学校を通じての配布・回収 

配 布 数 
未就学児童：１９３ 

小学校児童：３１７ 

回 収 率 
未就学児童：85.0%（１６４件） 

小学校児童：68.8%（２１８件） 
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（３）アンケート結果からみえる課題 

 

【室戸市での子育てについて】 

・就学前児童保護者への設問で、子育てしやすいまちだと『思う』（「そう思う」と「どちらかとい

うとそう思う」の合計）の割合が 25.0％（前回調査から 6.7ポイント減少）、『思わない』（「ど

ちらかというとそう思わない」と「そう思わない」の合計）が 55.5％となっており、半数以上

の方が子育てしやすいまちだと思っていません。 

・子育てがしやすくないと思った理由では、小児科・産婦人科がなく、病院がないという声が多く

上がっています。また店が少ない、交通の便が悪い、子どもだけで遊べる場所がない、公共の施

設にベビールーム・授乳室がないことが挙げられています。 

 

・室戸市で子育てを続けたいかの回答は、就学前児童保護者では、『続けたい』（「続けたい」と「ど

ちらかといえば続けたい」の合計）の割合が 48.2％となっており（前回調査から 5.0ポイント

減少）、『続けたくない』（「できれば市外へ転居したい」と「市外へ転居したい」の合計）が 34.1％

となっています（前回調査から 4.2 ポイント増加）。小学校児童保護者では、『続けたい』（「そ

う思う」と「どちらかと言えばそう思う」の合計）の割合が 53.6％、『続けたくない』（「どちら

かと言えばそう思わない」と「そう思わない」の合計）が 42.2％となっています。『続けたい』

という意見が約半数あるものの、『続けたくない』という意見も半数弱の回答となっています。 

・否定的な意見では、病院・小児科が無いという意見が多く、また子どもが遊べる場所が少ない、

店が少ない、スポーツ・習い事が充実していないことなどが挙げられています。 

 

・子育てしやすいまちにするために重要なことを聞くと、就学前児童保護者では、「子どもの医療

機関の整備」の割合が 62.8％と最も高く、次いで「子育てへの経済的支援」が 42.1％（前回

調査から 18.2ポイント増加）となっています。 

 

・小学校児童保護者に聞いた国や自治体の取組への期待については、「必要な時にいつでも受診でき

る小児医療体制を確立すること」の割合が 88.1％と最も高く、次いで「子どもが気軽に集い、遊

びやスポーツなどができるスポーツ施設や公園を増やすこと」が 69.7％となっています。 

 

 

 子育てしやすいまちにするために子育て当事者が求めているものとして、病院、小児科

が室戸市にないことが問題となっており、小児科・産婦人科への通院に時間がかかり、そ

れが、子どもが病気になった時の不安となっていることが分かります。また、医療体制に

加えて、経済的支援や、子どもが遊べる場所や小さな公園等の子育て環境整備が共通して

求められています。 

   



第２章 子ども・子育て支援に関する室戸市の現状 

19 

【保護者の就労に関して】 

・母親の就労をみるとフルタイムでの就労が 39.6％と前回調査よりも 9.3 ポイント増加してお

り、非就労状況の人も「すぐにでも、もしくは１年以内に就労したい」と回答した人が 45.8％

なっており、母親の就労意向が強く、共働き率が高いことがうかがえます。 

・小学校児童保護者の回答をみると、「緊急時もしくは用事の際には祖父母等の親族にみてもらえ

る」方が 54.6％と過半数となっていますが、一方、「幼稚園」「幼稚園の預かり保育」を希望す

る人は 65.2％と、前回調査から 18.5ポイント増加しています。 

・子どもが病気やケガで教育・保育や学校を休んだ経験について、就学前児童保護者では 82.2%

となっており（前回調査よりも 17.1 ポイント増加）、小学校児童保護者では 83.9％とほとん

どの保護者が経験をしています。その時の対処としては、母親が仕事を休んで対応しています。

（就学前児童保護者：「母親が休んだ」89.2％、小学校児童保護者：「母親が休んだ」78.7％） 

・病児・病後児保育がある場合、「利用したい」と回答した人の割合は、就学前児童保護者が 55.6％

と半数を超えており、小学校児童保護者は 30.4％となっています。 

 

 

 共働き率が高くなると、子どもの預かり、一時預かりへの要望は高まります。室戸市で

は緊急時に親族に見てもらえる割合が半数を超えていますが、一方、みてもらえる人がい

ない保護者もあり、安心して就労できる環境づくりが求められています。 

 

 

【市の事業について】 

・ファミリー・サポート・センターの利用希望について、就学前児童保護者では「利用したい」が

28.7％、「利用する必要はない」が 27.4％となっており、小学校児童保護者では「利用したい」

15.6％、「利用する必要はない」が 49.1％となっています。緊急時に子どもをみてもらえる親族

がいる保護者が半数を超えていることを考慮しても、就学前児童・小学校児童保護者で「わからな

い」が共に３割を超えていることから、広報等による市の情報発信により、利用希望の数値が変化

することが考えられます。 

・地域子育て支援センターの利用率が低く、「利用していないが、今後利用したい」と「すでに利用し

ているが、今後利用日数を増やしたい」を合わせても 15.8％となっています。必要な人に必要な支

援が届くよう、さらなる情報発信が必要だと思われます。 

 

 

 市の情報発信が重要になる中、室戸市における子育てに関する情報の入手先では「近所の

人、知人、友人」「家族、親族」「保育所や学校」の順となっており、その次に「インターネッ

ト」となっています。近所の人、知人など、クチコミでの情報入手が大きい割合を示してお

り、市の事業についての情報発信においても、その方法を考慮し、継続して広報に努める必

要があります。 
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３ 子育て世代・若者へのヒアリング調査結果 
 

（１）調査の目的 
 

  本調査は、計画策定の基礎資料として、アンケート調査では把握しにくい子育てに

関するニーズや意見を、子育て当事者や若者から直接聞く事で、より具体的かつ質的

に把握し、これにより、実際の状況や課題を明確にすることを目的としています。 

 

 

（２）子育て当事者（乳幼児）へのヒアリング結果（抜粋） 
 

【子育ての課題】 

・近くに病院（小児科）がなく、予防接種・子どもが熱を出した時など、隣町まで行かないと診て

もらえない。産婦人科がない。出産した病院まで、時間をかけて行っていた。（多数） 

・子どもを遊ばせられる公園・施設（屋内・屋外）がない。大きな公園はあるが、身近なアクセス

の良い小さな公園がない。（数名） 

・おむつを替えるベビールームや授乳室がない。平日に子育て中の母親が集まれる場所がない。 

・相談窓口について知っているが、何をどこまで相談していいのか分からない。 等 

 

【室戸市での子育ての良い点】 

・実家の両親がサポートをしてくれる。（室戸市出身者）（多数） 

・やさしい人が多く。子育てしやすい。（多数）昔から、地域で子どもを育てる基礎がある。 

・子育てに関する情報源は、ネットよりも、まず友人や保育園。横のつながりがある。 

・市の子育てへのサポートは、手厚く、満足している。（多数） 

・乳幼児健診は、どこでも行われているが、温かい雰囲気の中での室戸市の健診を体験して、感動

した。（県外からの移住者） 

・要望は特にない。（多数） 等 

 

 

（３）若者へのヒアリング（未婚者・既婚者で子どもがいない人）結果（抜粋） 
 

＜結婚・子育て観＞ 

・結婚観・出産・子育てについては、特に結婚・出産についてこだわっていない。（多数） 

・「自分の時間」を重視している。（多数）休養を取ったり、趣味に使う時間を重視している。 

・出会いはない。みんな顔見知り。婚活パーティー等行きたいと思わない。（多数） 

 

＜子育てしやすいまちにするために＞ 

・室戸市で子育てをするのは、小学生までは良いけれど、室戸市の人は子育てについて「その先を

みている」。多くの子どもや保護者にとって、室戸に残るという選択肢が選ばれないのが問題。 

室戸市に戻ってきたい人もいるが、仕事がないために、戻りたいけど戻れない人が一定数いる。   
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４ 子ども・子育て支援の課題 

 

（１）地域子ども・子育て支援の課題 

 

○室戸市では、昔から地域で子育てをする基礎があり、地域の人もやさしく、子育てしやす

いという意見がある一方、少子化、核家族化などの社会変化とともに、現在、子どもをみ

てもらえる親族や知人がいない人も１割います。子育てや子どもの発育・発達に不安や悩

みを抱えている人、身近に話し相手や相談相手がいない人などに対して、不安を抱え込む

ことがないよう、気軽に相談できる体制を構築し、各子育て支援サービスにつなげていく

必要があります。 

○本市は女性の就労率も高く、母親のフルタイムでの就労も増加し、現在働いていない人で

も就労希望の率が高くなっています。共働きの率が高くなると、子どもの預かり、一時預

かりへのニーズが高まり多様化するため、子ども・子育て支援サービス体制の更なる強化

と質の向上が必要です。 

○提供する子ども・子育て支援サービスによっては、サービス自体を知らない人もいて、サー

ビスごとの認知度と利用度に差が出ています。情報提供や周知方法も考慮し、継続して情

報発信が必要です。また、子育て支援サービスの利用促進を通じて、安心して子育てがで

きる環境を整えなければなりません。 

 

 

（２）地域で支える子育て支援の課題 

 

○引き続き、地域社会全体で子どもと子育て家庭を支援する取り組みを推進する必要があります。 

○母親の就労状況が高く、共働き家庭が増加しており、放課後の子どもの居場所の確保を含め、

まちぐるみで子育てを支え、子どもを健やかに育む環境の整備が必要です。 

○親子で過ごす時間を増やし、充実したワーク・ライフ・バランスを推進することで、子育てに

幸福感を感じる「子育てにやさしいまち」を実現していかなければなりません。 

○育児休業を取得した人は増えてはいますが、要件を満たさなかったり、仕事が忙しかったりと、

育児休業を取れなかった人もいて、職場の労働環境の改善への啓発と周知を通じて、子育てし

やすい環境づくりを進めていく必要があります。   
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（３）子どもと保護者の健康づくりに関する課題 

 

○母子の健康維持とともに、妊娠期から子育て期の切れ目のない相談や支援を行い、福祉

サービスや専門の機関につなげ、親の育児不安や負担の軽減を図り、安心して産み育てら

れる環境が大切です。 

○就学前児童保護者からは、子育てサポートが手厚く、子育てしやすいとの意見がある一方、

アンケート結果からは室戸市が「子育てしやすいまち」だと思う割合が 25.0％となって

います。特に、小児医療の体制確立へのニーズが高く、次いで経済的支援、公園などの子

どもが遊べる場所の確保と続きます。 

 

 

（４）すべての子どもと子育て家庭の課題 

 

〇保護者の経済状況や婚姻状況によって、子どもの学習、将来の夢、日常生活、心理面等の

広い範囲で深刻な影響を与えています。収入水準の低い世帯やひとり親世帯では、親子と

もに多くの困難に直面しており、貧困の連鎖を断ち切るための子どもと保護者への支援が

必要です。 

〇障がいを持つ子どもをはじめ、発達に課題のある子どもとその家族については、継続して

相談支援・発達支援を行い、また、研修等を関係機関と連携を図っていくことが必要です。 

〇児童虐待防止対策の推進により、通報先や相談機関の認知度が向上していますが、さらな

る情報発信が必要です。 

〇子どもへの虐待、子どもの貧困、ヤングケアラーなどへの多様な支援ニーズに対応するた

め、相談支援・関係機関と連携した支援体制を構築していくことが必要です。 

 

 

（５）安全・安心な子育て環境整備に関する課題 

 

○自然災害への不安が高まる中、防災・減災教育を推進するなど、子どもの命を守る取り組

みが更に求められています。 

〇安全な通学路の整備、交通安全の推進の取組によって、子どもの安全・安心を確保し、子

どもと子育てにやさしいまちづくりを進めなければなりません。 
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１ 基本理念 

 

 本市は、ユネスコ世界ジオパークに認定されており、独自の豊かな自然を有しています。

また、伝統的な街並み、祭り、郷土芸能など、多様な文化が存在しており、それらを次世代

へつなぐためにも、子育てにやさしいまちを目指し、地域全体で子育て支援を進める必要が

あります。 

 本計画の上位計画である「室戸市総合振興計画（令和３年度～令和１１年度）」では、ま

ちの将来像として「生き生きと活躍することで、健康と幸せと豊かさを実感できるまち」を

掲げ、子どもも含めて市民一人ひとりが活躍し、健康と幸せと豊かさを実感できるまちづく

りを進めています。 

 本計画においても、市の「まちの将来像」を受け、「健康と幸せと豊かさを実感し、こど

もの笑顔あふれる 子育てのまち」を基本理念とし、子どもも子育て当事者も健康と幸せと

豊かさが実感でき、こどもの笑顔があふれ、誰もが安心して子育てできるまちの実現を目指

します。 

 

 

【基本理念】 

 

健康と幸せと豊かさを実感し、  
こどもの笑顔あふれる 子育てのまち 
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２ 計画の基本目標 

 

 基本理念である「健康と幸せと豊かさを実感し、こどもの笑顔あふれる 子育てのまち」

の実現に向けて、以下の５つの基本目標を設定します。 

 

 

（１）地域において子ども・子育てを支える環境づくり 

 

少子化・核家族化などの社会変化とともに、子育ての不安や負担を抱える保護者が増え

る中、すべての子どもが心身ともに健やかに成長し、保護者が子育てに喜びを感じること

ができるよう、子どもと子育て家庭への支援の充実が求められています。 

  多様化する子育てニーズに対応し、質の高い保育の提供、子育て支援サービスの充実を

図ることで、誰もが安心して子育てできる「子育てにやさしいまち」を目指します。 

また、核家族化の進展、地域のつながりの希薄化、共働き世帯の増加など、子育て環境

が変化する中、子育てニーズも変化しており、子どもに関わる地域の全ての人が一体と

なって子ども・子育て支援を推進していく必要があります。 

世代間交流によって地域で子育てをする意識を高めるとともに、子育てと仕事の両立を

推進し、「子育て世代に選ばれるまち」「子育てしやすいまち」の実現を目指します。 

 

 

（２）子どもと保護者の健康づくり 

 

子どもと保護者の健康を第一に考え、妊娠・出産期からの切れ目のない支援が重要であ

り、母子保健に関しての事業の充実と関係機関の連携が必要です。 

  子どもを安心して産み育てられるよう、引き続き妊婦への保健指導をはじめ、母子の

健康維持・増進への取り組みを継続し、充実を図ります。また、妊娠期から関わること

で、子どもの成長とともに、保護者の心的不安や負担を軽減できるよう、家庭に応じた

支援の充実を図ります。 

 

 

（３）子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境づくり 

 

「子どもの最善の利益」が実現できる社会を目指し、すべての子どもが安心して教育を

受けることができるとともに、心身の充実を図ることが必要です。 

地域及び家庭と学校との連携を図り、次代を担う子ども一人ひとりが、お互いを尊重し、

自ら学ぶ意欲と社会の変化に主体的に対応できる「生きる力」を育むことができる教育環

境の充実に努めます。   
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（４）すべての子どもと子育て家庭を支える環境づくり 

 

障がい児や発達に課題のある子どもや、子どもの貧困対策、ひとり親家庭、ヤングケア

ラーなど、配慮が必要な子どもや子育て家庭への適切な支援が求められています。 

  相談体制を強化し、配慮が必要な子どもや家庭への支援を充実するとともに、引き続き

児童虐待が問題となる中、専門機関との連携を強化し、子どもの保護や保護者のケアを行

い、子育て家庭への支援体制の充実を図ります。 

 

 

（５）安全・安心な子育て環境づくり 

 

子どもを巻き込む犯罪や事故が増える中、また自然災害への不安が増す中、子どもや子

育て家庭が安心して生活し、快適で満足できる日常を送るためには、安全・安心な子育て

環境の整備が必要です。 

  行政、学校、地域、関係機関の連携を図り、防犯対策の取り組み、交通事故防止への取

り組み、さらに防災・減災教育等への取り組みを充実させ、子どもと子育て家庭が安心し

て暮らしていける環境を整えます。 
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３ 施策の体系 

 

 基本理念である「健康と幸せと豊かさを実感し、こどもの笑顔あふれる 子育てのまち」

の実現に向けて、５つの基本目標に沿って計画を体系的に推進します。 

 

基本理念  基本目標  施策項目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 １ 地域において子ども・子育て 
を支える環境づくり 

 ２ 子どもと保護者の健康づくり 
 ３ 子どもの心身の健やかな成長 

に資する教育環境づくり 

 ５ 安全・安心な子育て環境 

づくり 

地域子育て支援サービスの充実 

子どもを災害・犯罪・事故から守

る環境づくり 

幼児保育の充実 

子育て支援のネットワークづくり 

児童の健全育成に向けた支援 

子どもと保護者の健康の確保 

食育の推進 

思春期保健対策の充実 

健
康
と
幸
せ
と
豊
か
さ
を
実
感
し
、
こ
ど
も
の
笑
顔
あ
ふ
れ
る 
子
育
て
の
ま
ち 

小児医療体制の充実 

次代の親の育成 

生きる力を育む教育環境の整備 

家庭や地域の教育力の向上 

保護者の不安・負担の軽減 

虐待防止対策 

子どもの貧困対策・ひとり親への

支援 

きめ細かな支援が必要な子どもや家

庭への支援 

子育てを社会全体で担う意識と環

境づくり 

子育てと仕事の両立への推進 

子育てにやさしい環境の整備 

 ４ すべての子どもと子育て家庭 

を支える環境づくり 
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  基本目標１ 地域において子ども・子育てを支える環境づくり 

 

（１） 幼児保育の充実 
 

 未就学児の保育の充実のための取り組みです。 
 

NO. 施策名 施策の内容 今後の方針・展開 担当課 

1 

全世帯保育料及

び給食費の無償

化 

 保護者の経済的な負担を軽減し、

子どもを産み育てやすい環境づくり

の推進として、全世帯の保育料及び

給食費を無償化する事業です。 

全世帯保育料及び給食

費の無償化を実施するこ

とで、保護者の経済的負

担の軽減を図ります。 

こども子育

て支援課 

2 
地域子育て支援

拠点事業 

 地域子育て支援センターむろと保

育園「クローバー」において、未就

園の親子が集まり、子育て講座や交

流促進や育児相談等を実施し、子育

ての孤立感、負担の軽減を図る事業

です。 

 継続して実施します。 
こども子育

て支援課 

3 
時間外保育事業

（延長保育） 

 保育認定を受けた児童について、

保護者の就労時間等により、保育所

等における１１時間の開所時間を

超えて、保育時間の延長を行う事

業です。 

 継続して実施します。 
こども子育

て支援課 

4 一時預かり事業 

 市内に住所を有する未就園の子ど

もを対象として、一時保育を行う事

業です。 

 継続して実施します。 
こども子育

て支援課 

5 休日保育 

 市内の保育所に在籍している子ど

もを対象に、日曜・祝日等に保護者

に仕事がある場合に限り、子どもを

預かり、保育を実施する事業です。 

 保護者の勤務等に応じ

た、休日保育の実施に努

めます。 

こども子育

て支援課 

6 障がい児保育 

 心身に障がいを有する乳幼児の保

育について、集団保育を行い、障が

い児一人ひとりの障がいの種類・程

度に十分配慮した適切な指導を行う

事業です。 

 特別な支援を必要とす

る子どもに対して、加配

保育士を配置し、その発

達段階や特性に応じた保

育を行い、適切な指導を

行うことで、健全な社会性

の成長に努めていきます。 

こども子育

て支援課 

7 
家庭支援推進保 

育事業 

 日常の習慣や態度のかん養等につ

いて、家庭環境や保育を行う上で特 

に配慮が必要とされる児童につい

て、指導計画の作成や家庭訪問の実

施等の家庭支援を行う事業です。 

 家庭環境や配慮を要す

る児童に対して家庭支援

保育士を配置し、関係機

関と連携を取ることで、

家庭への養育支援を継続 

して実施します。 

こども子育

て支援課 
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NO. 施策名 施策の内容 今後の方針・展開 担当課 

8 
保育所の地域活

動事業 

 様々なニーズに積極的に対応する

とともに地域に開かれた社会資源と

して幅広い活動に取り組む事業です。 

 地域に開かれた保育所

として、地域交流の場を

創造し、地域行事に参加

することで世代間交流を

推進し、高齢者を大切に

する心の育成や、地域に

開けた保育所づくりへと

つなげます。 

こども子育

て支援課 

9 
保育支援アドバ

イザー事業 

 専門的な知見や豊富な経験を有す

るアドバイザーが各保育所を巡回

し、保育内容や指導方法等について

助言を行う事業です。 

 臨床心理士が保育所を

巡回支援することで、保

育士が安心して保育に注

力できる環境を構築し、

保育の質の確保・向上に

つなげます。 

こども子育

て支援課 

10 

室戸市保小架け

橋プログラムの

推進 

 子どもに関わる大人が立場の違い

を超えて連携・協働し、架け橋期（義

務教育開始前後の５歳児から小学校

１年生の２年間）にふさわしい主体

的・対話的で深い学びの実現を図り、

一人一人の多様性に配慮した上で、

全ての子どもに学びや生活の基盤を

育むことを目指した事業です。 

 架け橋期の交流の計画

を作成し、学びや生活の

基盤をつくる幼児教育と

小学校教育の接続のため

に、保小の共同による教

育の充実を図ります。 

学校教育課 

こども子育

て支援課 

11 

子育て世帯に役

立つ情報の発

信・提供 

 子育て世帯に役立つ情報等を様々

なメディアを通じて発信する事業

です。 

 市内イベントや施設情

報、制度改正があった場

合等の子育て世帯の様々

にニーズに合った情報を

広報誌や市のホームペー

ジだけでなく様々なメ

ディアを通じ発信してい

きます。 

こども子育

て支援課 

12 
室戸市すこやか

子育て祝金 

 子どもの出産に対して祝金を支給

する事業です。 
 継続して実施します。 保健介護課 

13 

室戸市の赤ちゃ

んスターター

キット事業 

 安心して出産や子育てができるよ

うに「妊娠期・子育て期応援ケアプ

ラン」を作成し、室戸市内にある子

育てサービスの情報提供を行い、対

象者のニーズに合わせた保健指導を

実施するとともに、室戸の赤ちゃん

スターターキットをプレゼントする

事業です。 

 継続して実施します。 保健介護課 
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（２）地域子育て支援サービスの充実 
 

 多様化する地域の子育てニーズに応えるための取り組みです。 
 

NO. 施策名 施策の内容 今後の方針・展開 担当課 

1 
こども家庭セ

ンターの運営 

 すべての妊産婦、子育て世帯、子ど

もへ一体的な相談支援を行い、関係機

関や必要なサービスへとつなげていく

機関です。 

 母子保健・児童福祉両

部門の連携・協働を深

め、関係機関と連携し、

妊婦・子育て家庭の困り

ごとに寄り添い、それぞ

れ家庭の状況に合った

支援を切れ目なく実施

していきます。 

こども子育

て支援課 

2 
子育て短期支

援事業 

 保護者の病気や仕事などの理由によ

り、家庭において子どもを療育するこ

とが一時的に困難になった場合、一定

期間療育・保護を行う事業です。 

 継続して実施します。 
こども子育

て支援課 

3 
養育支援訪問

事業 

 養育支援が必要な家庭を訪問し、保

護者の育児、家事等の療育能力を向上

させるための支援を行う事業です。 

 継続して実施します。 保健介護課 

4 

子育て援助活

動支援事業 

（ファミリー・サ

ポート・センター

事業） 

 乳幼児や小学生の児童を有する子育

て家庭を対象に、育児の支援をお願い

したい人と、育児の援助を行いたい人

が会員登録をし、会員相互間で育児の

援助を行う事業です。 

 継続して実施します。 
こども子育

て支援課 

 

 

（３）子育て支援のネットワークづくり 
 

 地域における子育てのネットワークを形成するための取り組みです。 
 

NO. 施策名 施策の内容 今後の方針・展開 担当課 

1 

子育てサポー

ター 

（母子保健推

進員） 

 親子の健康を支え、地域での子育て

を見守るサポーターとして「母子保健

推進員」が、乳児家庭の訪問や室戸市

の母子保健事業で活動する事業です。 

 新規登録者を増やし、

地域における子育て

ネットワークの形成と

強化を図ります。 

保健介護課 

2 

つどいの広場

（子育て＆プ

レママひろば） 

 「子育て＆プレママひろば」におい

て、妊婦や０～１歳半までの子どもと

保護者が集い、交流等を通して、育児

不安の軽減を図る事業です。離乳食教

室、助産師による講話や母乳相談など、

専門スタッフによる育児相談も実施す

る事業です。 

 引き続き、相談対応に

よる育児不安の軽減と、

参加者の要望に合わせ

た事業内容の充実を図

ります。 

保健介護課 

3 

子育て支援情

報提供の充実 

（子育て支援

ホームページ

の充実、子育

てハンドブッ

クの配布） 

 健診など母子保健事業や各種子育て

サービスが十分周知されるように、市

の広報やホームページにて情報を提供

する事業です。 

 必要な情報が必要な

保護者に届くよう、分か

りやすい子育て情報の

発信に努めます。 

保健介護課 
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（４）児童の健全育成に向けた支援 
 

 すべての児童の健全な育成に向けた取組です。 
 

NO. 施策名 施策の内容 今後の方針・展開 担当課 

1 

放課後児童健

全育成事業 

（放課後児童

クラブ） 

 保護者が就労等により昼間家庭にい

ない小学校児童に対し、授業の終了後

に適切な遊び及び生活の場を与えて、

その健全な育成を図る事業です。 

 継続して実施します。 生涯学習課 

2 
放課後子ども

教室 

 小学校全学年を対象に、授業の終了

後に小学校の空き教室等を利用して、

支援員を配置し適切な遊びや生活の場

を提供する事業です。羽根、吉良川、佐

喜浜の計３か所で実施する事業です。 

 子どもたちの自主的な

活動を見守り、安全で健や

かな居場所づくりを推進

し、また質の向上と受け入

れ体制の強化を図ります。 

生涯学習課 

3 
学校開放（体

育館･運動場） 

 スポーツ少年団等への体育館及び運

動場の施設開放を実施する事業です。 

 引き続き１２施設を開

放します。高齢者から若年

層まで幅広い世代の団体

の体力づくりやスポーツ

活動の活性化、児童の健全

育成に取り組みます。 

生涯学習課 

4 児童館事業 

 地域の子どもたちが遊び、スポーツ、

文化活動等を通して、健康で、豊かな情

操を育むことを目的とした施設であ

り、専門職員として児童厚生員を配置

する事業です。 

 現在の取組を継続する

とともに、魅力ある児童館

を目指します。 

こども子育

て支援課 

5 図書館活動 

 子どもに本を身近なものとするため

の事業（はじめての絵本事業・小学校へ

の図書巡回・読み聞かせ）等を実施する

事業です。 

 広報紙や各公共施設を

通じて図書館の利用促進

を図ります。 

生涯学習課 

6 公民館の活用 

 高齢者と児童が互いの世代を理解し

合う世代間交流事業や青少年健全育成

事業に取り組んでいくとともに、市民

図書館による児童図書の巡回及び閲覧

を実施する事業です。 

 利用促進のために、館報

等での周知を強化します。 
生涯学習課 

7 市民館事業 

 地域社会全体の中で福祉の向上や人

権啓発の住民交流の拠点となる開かれ

たコニュニティーセンターとして、

様々な人権課題の解決のため、生活上の

各種相談事業や各種事業を行います。ま

た、関係機関や学校、保育所、地域など

と連携し、様々な悩みや不安を抱えるこ

どもや親を総合的に支援する事業です。 

 引き続き各種関係機関

と連携を取りながら各種

事業を継続実施し、こども

の権利の保障と人権尊重

についての教育・啓発活動

を推進します。 

人権啓発課 

8 人権の花運動 

 学校に配布した花の種子や球根など

を、こどもたちが協力して育てること

によって、生命の尊さを実感し、その中

で、豊かな心を育み、優しさと思いやり

の心を体得することを目的とする事業

です。 

 「花を育てる大切さ」「命

の大切さ」「相手のことを

思いやる気持ち」「感謝の

気持ち」が育まれ、花を育

てる活動を通して、こども

たちの人権意識の醸成に

つながるよう取り組みま

す。 

人権啓発課   
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（５）子育てを社会全体で担う意識と環境づくり 
 

 まちぐるみで子育てを支えるための取り組みです。 
 

NO. 施策名 施策の内容 今後の方針・展開 担当課 

1 
保育所の地域

事業活動 

 様々なニーズに積極的に対応すると

ともに地域に開かれた社会資源として

幅広い活動に取り組む事業です。 

 地域に開かれた保育

所として、地域交流の場

を創造し、地域行事に参

加することで世代間交

流を推進し、高齢者を大

切にする心の育成や、地

域に開けた保育所づく

りへとつなげます。 

こども子育

て支援課 

2 

小・中学生の

体験学習の機

会を利用した

地域行事への

積極的な参加 

 地域に伝わる伝統芸能の継承のため

に、地域の方々から指導をいただくな

ど、神祭等の地域行事に学校ぐるみで

参加する取組を行う事業です。 

 地域との交流や郷土

を愛する心を育むため、

継続して実施します。 

学校教育課 

3 

中・高校生の

ポ ー ト リ ン

カーン市との

国際交流の推

進 

 友好都市であるオーストラリア・

ポートリンカーン市と、中・高生の受け

入れ、派遣により、ホームステイや学校

体験交流、文化体験、市民との交流を行

う事業です。 

 交流方法を再検討し、

有意義な交流を検討し

ていきます。 

学校教育課 

4 

中・高校生と

乳幼児がふれ

あう機会の拡

充 

 中学生は交流事業、高校生は職場体

験において、保育所を訪れて乳幼児と

のふれあいや、保育士の手伝いをしな

がら学習を深める事業です。 

 職場体験を受け入れ

ることにより、地域交流

につなげるとともに、中

高校生の福祉などへの

職業感を育てます。 

学校教育課 

5 

室戸高校魅力

化の会 

（室戸高校地

域コンソーシ

アム） 

 「室戸高校魅力化の会」を設置し、

「室戸市高校地域コンソーシアム」を

中心に、市と地域との相互連携により

活力ある地域社会の形成を図り、高知

県立室戸高等学校の振興を図ることに

より、「子育てしたいまち」の実現を目

指す事業です。 

 室戸市世界ジオパー

クなどの地域資源を活

用した教育活動を推進

し、室戸高等学校の魅力

化を図ることで、次代を

支える人材の育成に取

り組みます。 

まちづくり

推進課 

6 

室戸ユネスコ

世界ジオパー

ク等の推進 

 ジオパークの目的である、持続可能

な地域づくりとして、観光客の誘致及

び地域住民の交流の拡大に加え、地域

児童・生徒と様々な活動を通して、郷土

愛を育み、地域への誇りを醸成する事

業です。 

 ジオパークを軸に、豊

かな自然で遊び、学ぶこ

とに加え、国際交流等に

より広い視点を持つこ

とで、改めて室戸への誇

りと愛着を持てる子ど

もの育成を図ります。 

観 光 ジ オ

パーク推進

課 
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（６）子育てと仕事の両立への推進 
 

 子育てと仕事の両立を支えるための取り組みです。 
 

NO. 施策名 施策の内容 今後の方針・展開 担当課 

1 

育 児 休 業 制

度・看護休暇

制度の普及啓

発 

 男女を問わず育児休業、看護休暇の

取りやすい職場環境づくりのための広

報・啓発活動を行う事業です。 

 ワーク・ライフ・バラ

ンスの推進のため、職場

の労働環境の改善につ

いて啓発、周知を継続し

て行います。 

人権啓発課 

産業振興課 

2 

家庭や職場等

における男女

共同参画意識

の啓発 

 家庭や職場等における男女共同参画

意識の向上のため、啓発や広報・研修

会などを行う事業です。 

 男女共同参画プラン

に基づき、家庭や職場等

における固定的性別役

割分担意識を改め、男女

がともに協力し合う男

女共同参画社会の実現

に向けて啓発や周知を

継続して行います。 

人権啓発課 
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  基本目標２ 子どもと保護者の健康づくり 
 

（１）子どもと保護者の健康の確保 
 

 妊娠期からの安心を築き、母子の健康を守るための取り組みです。 
 

NO. 施策名 施策の内容 今後の方針・展開 担当課 

1 

安全なお産の

ための相談・

教育機会の提

供 

 「子育て＆プレママひろば」におい

て、助産師による講話や母乳相談を実

施し、これから出産を迎える妊婦の体

調管理や出産準備、子育てのイメージ

づくりを図る事業です。 

 保護者同士の交流な

どを実施し、お互いに学

び合える場も提供しな

がら、内容の工夫を図り

ます。また、産前産後サ

ポート事業を活用し、個別

対応の強化を行います。 

保健介護課 

2 妊婦健診事業 

 妊婦の健康の保持及び増進を図るた

め、妊婦に対する健康診査として、①健

康状態の把握、②検査計測、③保健指導

を実施するとともに、妊娠期間中の適

時に必要に応じた医学的検査を実施す

る事業です。 

 継続して実施します。 保健介護課 

3 

乳幼児家庭全

戸訪問事業 

（こんにちは

赤ちゃん訪問） 

 生後４か月までの乳児のいる全ての

家庭を訪問し、子育て支援に関する情

報提供や養育環境等の把握を行う事業

です。 

 継続して実施します。 保健介護課 

4 
産前・産後支

援体制の強化 

 こども家庭センターが相談窓口とな

り、母子保健と連携しながら、妊産婦の

実情の把握や相談支援を実施するな

ど、妊娠期から子育て期にわたる切れ

目のない支援を行います。また、産前産

後支援として、必要なサービスを提供す

る事業です。 

 こども家庭センターが

相談窓口となり、母子保

健と連携しながら、切れ

目ない支援を行っていき

ます。また、産科医療機関

等と連携を行いながら、

ニーズに応じたサービス

を展開していきます。 

こども子育

て支援課 

保健介護課 

5 
乳幼児健診の

充実 

 ４・７・１０か月児、１歳９か月児、

３歳６か月児を対象に集団健診を行

い、乳幼児の成長発達の確認や異常の

早期発見と予防、子育て相談を実施す

る事業です。 

 健診の場で月齢に合

わせた成長発達の確認

や相談対応を行い、未受

診児に対しては、訪問や

面談を受診率の向上に

取り組んでいきます。 

保健介護課 

6 

乳幼児健診等

を利用した相

談指導の実施 

 乳幼児健診や「子育て＆プレママひ

ろば」等において、小児科医師、歯科医

師、理学療法士、心理判定員、保健師、

管理栄養士、歯科衛生士、看護師等によ

る指導・助言を実施し、乳幼児の健全な

成長発達を促すとともに、育児不安の

軽減を図る事業です。 

 健診において成長発

達の見立てと合わせて、

相談対応や育児技術の

助言を行い、保護者の育

児不安の軽減を図って

いきます。また、随時、

電話や来所、訪問等でも

相談に応じます。 

保健介護課 
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NO. 施策名 施策の内容 今後の方針・展開 担当課 

7 
新生児訪問の

充実 

 乳児のいる全家庭を保健師や助産師

等が訪問する事業です。 

 出生状況を早期から

把握し、全戸訪問で産後

の不安軽減を図ります。 

保健介護課 

8 

つどいの広場

（子育て＆プ

レママひろば） 

【再掲】 

 「子育て＆プレママひろば」におい

て、妊婦や０～１歳半までの子どもと

保護者が集い、交流等を通して、育児不

安の軽減を図る事業です。離乳食教室、

助産師による講話や母乳相談など、専

門スタッフによる育児相談も実施して

います。 

 引き続き、相談対応に

よる育児不安の軽減と、

参加者の要望に合わせ

た事業内容の充実を図

ります。 

保健介護課 

 

 

（２）食育の推進 

 

 食を通じた子どもの育ちのための取り組みです。 

 

NO. 施策名 施策の内容 今後の方針・展開 担当課 

1 

妊 産 婦 へ の

「食育」の推

進 

 母子健康手帳発行時にリーフレット

等を配布して食に関する啓発を行うと

ともに、子育て＆プレママひろばや離

乳食教室の案内を妊娠期から行い、必

要に応じて相談や訪問を行う事業

です。 

 継続して情報提供を

行うとともに、子育て＆

プレママひろばや離乳

食教室への参加を呼び

かけ、必要に応じて個別

相談対応を実施します。 

保健介護課 

2 
乳幼児の「食

育」の推進 

 離乳食教室や乳幼児健診を通して、

食習慣の確立や望ましいおやつの取り

方に関する啓発を行う事業です。 

 離乳食教室や栄養相

談等を実施し、望ましい

食習慣の確立を目指し

ます。 

保健介護課 

3 

保 育 所 で の

「食育」の推

進 

 必要に応じて栄養士、食生活改善推

進員が保育所に出向き、おやつの取り

方など、幼児期から望ましい食習慣

を定着させるための啓発を行う事業

です。 

 継続しておやつの試

食会を開催し、望ましい

おやつの取り方の啓発

に取り組みます。 

保健介護課 

4 

小・中学校で

の「食育」の 

推進 

 「食」に関する観点から、個人生活に

おける健康についての理解を通じて、

自らの健康を適切に管理し改善してい

く資質や能力を育てるよう対応すると

ともに、栄養教諭による学習の機会の

場の創出や地域の人を招いての調理実

習の開催等を実施する事業です。 

 食の大切さ、地元の食

文化等を学ぶため引き

続き取り組むとともに、

継続して地域食材を使

用した、調理実習に取り

組みます。 

学校教育課 

5 

地域における

「食育」の推

進 

 小・中学校において、食生活改善推進

員による食育教室を開催し、調理実習

とあわせて朝食の摂取やバランスの良

い食事の摂取など、望ましい食習慣に

関する啓発を行う事業です。 

 朝食摂取やバランス

の取れた食事に関する

啓発と調理実習を通し

て、市内の小中学校で食

育教室を開催し、望まし

い食習慣の定着を目指

します。 

保健介護課   
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（３）思春期保健対策の充実 
 

 思春期における成長等の基礎知識を身につけ、心身の健康を保つための取り組みです。 
 

NO. 施策名 施策の内容 今後の方針・展開 担当課 

1 

性や性感染症

予防に関する

正しい知識の

普及 

 小・中学校で、性や性感染症に関する

基礎知識を身に付けさせ、自らの健康

を適切に管理する資質や能力を育てる

事業です。 

 引き続き、学校の保健

体育の授業等で取り組

みます。 

学校教育課 

2 
喫煙や薬物に

関する教育 

 室戸警察署のスクールサポーターが

主体となって、市内の小中学校でアル

コール・タバコ防止教室と薬物乱用防

止教室を実施する事業です。 

 引き続き、市内小中学

校で実施する防止教室

に協力参加します。 

少年育成セ

ンター 

保健介護課 

3 疾病予防対策 

 子宮頸がんや日本脳炎などの予防ワ

クチンの助成を行い、次世代を担う可

能性の高い年代へ早期からの疾病予防

を行うとともに、予防についての啓発

も行う事業です。 

 予防接種法に基づく

定期予防接種の実施を

継続します。 

保健介護課 

 

 

（４）小児医療体制の充実 
 

 医師不足等により課題が多い中、医療機関や大学等関係機関との連携の強化等により、

室戸市の小児医療体制の充実に努めます。 
 

NO. 施策名 施策の内容 今後の方針・展開 担当課 

1 
小児医療体制

の充実 

 医療機関や大学等との連携の強化な

どにより、安心して子どもを生み育て

られる小児医療体制の充実に向けた事

業です。 

 本市の地域特性を考

慮しつつ、小児医療を継

続的に提供できる体制

の構築を目指します。 

健康医療政

策課 
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 基本目標３ 子どもの心身の健やかな成長に資する 
教育環境づくり 

 

（１）次代の親の育成 

 

 次世代の親になる子どもたちへの経験を創出する取り組みです。 

 

NO. 施策名 施策の内容 今後の方針・展開 担当課 

1 

中・高校生と

乳幼児がふれ

あう機会の拡

充【再掲】 

 中学生は交流事業、高校生は職場体

験において、保育所を訪れて乳幼児と

のふれあいや、保育士の手伝いをしな

がら学習を深める事業です。 

 職場体験を受け入れ

ることにより、地域交流

につなげるとともに、中

高校生の福祉などへの

職業感を育てます。 

学校教育課 

 

 

（２）生きる力を育む教育環境の整備 

 

 子どもたちが生きる力を育むことができるように教育環境を整える取り組みです。 

 

NO. 施策名 施策の内容 今後の方針・展開 担当課 

1 
確かな学力の

向上 

 室戸市研究主任会として、学力課題

に対しての分析や、保小中連携による

中学校区での取り組みを行い、学力向

上につなげる事業です。 

 課題分析とそれに対応

した取組を継続して実施

していくことにより、学

力向上につなげます。 

学校教育課 

2 
豊かな心の形

成教育相談 

 教育研究所において、小児科医によ

る教育相談を定期的に実施し、課題を

抱える児童生徒や不登校児童生徒への

早期対応に取り組む事業です。 

 各校の先生との情報

共有や関係機関との連

携を強化しつつ、継続し

て実施します。 

学校教育課 

3 

性や性感染症

予防に関する

正しい知識の

普及【再掲】 

 小・中学校で、性や性感染症に関する

基礎知識を身に付けさせ、自らの健康

を適切に管理する資質や能力を育てる

事業です。 

 引き続き、学校の保健

体育の授業等で取り組

みます。 

学校教育課 

4 
健やかな体の

育成 

 「食」に関する観点から、自らの健康

を適切に管理し改善していく資質や能

力を育てるよう対応するとともに、栄

養士による学習の機会の場の創出やヘ

ルスメイトを招いての調理実習の開催

等を実施する事業です。 

 集団的な食に関する

指導を行います。また、

継続して地域食材を使

用し、調理実習を実施し

ます。 

学校教育課 

5 
こども向け人

権教育の推進 

 人権啓発マスコットキャラクター

「ここるん」の着ぐるみと多様性を

テーマにした紙芝居を用いて、違いや

個性を認め合いながら偏見やいじめを

なくしていくことを目的に、市内の保

育所を巡回する取り組みです。 

 現在の取組を続け、

「みんな違ってみんな

いい」という多様性を認

め合う人権の心、あたた

かな心を大切にする心

の育成に取り組みます。 

人権啓発課 
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（３）家庭や地域の教育力の向上 

 

 家庭や地域の教育力を向上させるための取り組みです。 

 

NO. 施策名 施策の内容 今後の方針・展開 担当課 

1 

乳幼児健診等

を利用した家

庭教育の情報

提供 

 乳幼児健診や「子育て＆プレママひ

ろば」等で、理学療養士や保育士、助

産師、母子保健推進員等のスタッフが

親子に関わり、乳幼児の成長発達を促

す関わりの工夫について助言する事業

です。 

 継続して、親子の状況

に応じた相談支援や助

言を行い、保護者の育児

技術の強化を図ります。 

保健介護課 

2 

家庭支援推進

保育事業 

【再掲】 

 日常の習慣や態度のかん養等につい

て、家庭環境や保育を行う上で特に配

慮が必要とされる児童について、指導

計画の作成や家庭訪問の実施等の家庭

支援を行う事業です。 

 家庭環境や配慮を要

する児童に対して家庭

支援保育士を配置し、関

係機関と連携を取るこ

とで、家庭への養育支援

を継続して実施します。 

こども子育

て支援課 

3 
地域学校協働

本部 

 地域と学校が連携・協働して、地域

全体で子どもの成長を支え、地域を創

生する活動を実施する事業です。 

 全小中学校において、

地域学校協働本部を設

置し、学校での作業や授

業など、学校が困ってい

ることを地域に支援し

てもらい、地域が困って

いることに学校が協力

できるネットワーク体

制を構築します。 

生涯学習課 
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  基本目標４ すべての子どもと子育て家庭を支える環境づくり 
 

（１）保護者の不安・負担の軽減 
 

 子育てへの不安や負担を軽減するための取り組みです。 
 

NO. 施策名 施策の内容 今後の方針・展開 担当課 

1 

こども家庭セ

ンターの運営 

【再掲】 

 すべての妊産婦、子育て世帯、子ども

へ一体的な相談支援を行い、関係機関

や必要なサービスへとつなげていく機

関です。 

 母子保健・児童福祉両

部門の連携・協働を深め、

関係機関と連携し、妊婦・

子育て家庭の困りごとに

寄り添い、それぞれ家庭

の状況に合った支援を切

れ目なく実施していきま

す。 

こども子育

て支援課 

2 

子どもに対す

るカウンセリ

ングの実施 

 スクールカウンセラーや養護教諭等

を活用し、悩みや不安等の解消に努め

る事業です。 

 継続して実施します。 学校教育課 

3 
児童手当の支

給 

 １８歳に達する日以降における最初

の３月末までの子どもを養育している

親に児童手当を支給する事業です。 

 児童手当を支給するこ

とで、児童を養育する家

庭への経済的支援と児童

の健やかな成長を継続し

て支援します。 

こども子育

て支援課 

4 
乳幼児等医療

費の助成 

 ０歳から１８歳に達する日以降にお

ける最初の３月末までの者への医療費

の助成を行う事業です。 

 引き続き、子どもに係

る医療費の負担を軽減す

ることにより、子どもの

疾病の早期発見と早期治

療を促進し、乳幼児の保

険の向上に努めます。 

こども子育

て支援課 

5 奨学資金貸与 

 高等学校以上の学徒に資金を貸与

し、教育の機会均等を図り、文化の向上

と社会の健全な発展に貢献する人材を

育成する事業です。 

 継続して実施します。 生涯学習課 

6 
学校給食費の

無償化 

 保護者の経済的な負担を軽減し、子

どもを産み育てやすい環境づくりの推

進として、全世帯の給食費を無償化す

る事業です。 

 継続して実施します。 学校教育課 

7 

学校教育に係

る公費負担の

拡充 

 保護者の経済的な負担を軽減し、子

どもを産み育てやすい環境づくりの

推進として公費負担の拡充を図る事

業です。 

 学校教育に係る私費負

担部分について、公費負

担で対応できる部分を検

討し、公費負担の拡充を

行います。 

学校教育課 

8 
親子関係形成

事業 

 育児に関するワークショップや親子

のコミュニケーションを深めるための

イベントなどを行い、家庭内の絆を強

化することを目的として、親と子ども

の関係を良好に保つための支援を提供

する事業です。 

 ペアレントトレーニン

グを実施し、同じ悩みや

不安を抱えうる保護者同

士が悩みや不安を相談・

共有し、情報交換ができ

る場を設けることで、健

全な親子関係の形成に向

けた支援を行います。 

こども子育

て支援課 
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（２）虐待防止対策 

 

 子どもたちへの虐待を防止するための取り組みです。 

 

NO. 施策名 施策の内容 今後の方針・展開 担当課 

1 
子どもの人権

擁護の推進 

 人権教育や啓発活動を通じて、子ど

もの人権に関する理解促進を図る事業

です。 

 市の広報紙やHPをは

じめ、あらゆる機会を通

じて子どもの人権につ

いての啓発を図ります。 

人権啓発課 

2 
児童虐待防止

対策の充実 

 「こども家庭センター」での児童虐

待の相談・通告窓口の設置を始め、関

係機関との連携や、ネットワークの充

実を図るなど、児童虐待防止に向けた

事業です。 

 児童虐待防止を地域

社会全体で防止するた

めに、市民に向けた広

報・啓発に努め、地域子

どもを見守る体制を強

化し、児童虐待の発生予

防や早期発見に対する

意識の醸成を図ります。 

こども子育

て支援課 

3 

乳幼児家庭全

戸訪問事業 

（こんにちは

赤ちゃん訪問） 

 生後４か月までの乳児のいる全ての

家庭を訪問し、子育て支援に関する情

報提供や養育環境等の把握を行う事業

です。 

 継続して実施します。 保健介護課 

4 

室戸市要保護

児童対策地域

協議会 

 児童福祉法より、行政や市内の小・

中・高校及び保育所の関係者、弁護士

や民生・児童委員、警察等の関連機関

が一同に介し児童を取り巻く諸問題に

取り組むことによって個々の児童の心

身の健全育成を図る事業です。 

 要保護児童の適切な

保護又は要支援児童若

しくは特定妊婦への適

切な支援を図るため、必

要な情報の交換を行う

とともに、要保護児童若

しくは要支援児童及び

その保護者又は特定妊

婦に対する支援の内容

に関する協議を継続し

て実施します。 

こども子育

て支援課 

5 
養育支援訪問

事業【再掲】 

 養育支援が必要な家庭を訪問し、保

護者の育児、家事等の療育能力を向上

させるための支援を行う事業です。 

 継続して実施します。 保健介護課 
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（３）子どもの貧困対策・ひとり親への支援 
 

 経済的に困難な世帯やひとり親家庭において、子どもへの貧困の連鎖を断つための取り

組みです。 
 

NO. 施策名 施策の内容 今後の方針・展開 担当課 

1 
生活困窮者自

立支援事業 

 相談者の悩みや困りごとに対して広

く相談にのり、就労支援等個々の状態

にあったサービスの提供につなげるな

ど、その人らしい自立に向けた支援を

行う事業です。 

 自立相談支援事業と

併せて就労準備支援事

業と家計改善支援事業

を一体的に実施すること

により、より効果的な支

援につなげていきます。 

福祉事務所 

2 
子どもの学習

支援事業 

 中学生を対象として、基礎学力の向

上や高等学校への進学を支援すること

により、子どもたちが将来に希望を

持って進路選択や就労ができる環境を

つくることを目的に、学習支援教室を

開催する事業です。 

 継続して実施します。 福祉事務所 

3 
子ども食堂へ

の支援 

 開催場所の提供や取組の広報など民

間団体が実施する子ども食堂への支援

を行います。 

 子どもが安心して過

ごせる居場所となるよ

う、継続して支援してい

きます。 

こども子育

て支援課 

4 

要保護・準要

保護児童援助

費 

 経済的理由によって就学困難と認め

られる児童生徒の保護者に対し、就学

に必要な援助を行う事業です。 

 生活保護法に規定す

る要保護者及び要保護

者に準ずる程度に困窮

していると認められる

児童生徒の保護者に対

し、学用品費等の援助を

実施します。 

学校教育課 

5 
児童扶養手当

の支給 

 １８歳に達する日以後の最初の３月

３１日までの間にある子を持つひとり

親家庭の生活の安定と自立を促進する

ため児童扶養手当を支給する事業です。 

 継続して実施します。 
こども子育

て支援課 

6 
ひとり親世帯

自立支援事業 

 自立の促進に資することを目的に、

母子家庭の母又は父子家庭の父に対

し、指定講座の受講料の補助や看護師・

介護福祉士等の資格を取得するために

養成機関で修学する場合、一定期間の

生活に要する経費を補助する事業です。 

 利用促進を図るため、

広報誌やホームページ、

SNSでの情報を発信し、

継続して支援します。 

こども子育

て支援課 

7 

ひとり親世帯

医療費助成 

事業 

 １８歳に達する日以後の最初の３月

３１日までの間にある子を持つひとり

親家庭（所得制限あり）に対し、医療費

の助成を行う事業です。 

医療費の助成を行う

ことで、ひとり親家庭の

経済的支援を図り、生活

の安定に繋がるよう、継

続して実施します。 

こども子育

て支援課 

8 

ひとり親世帯

の市営住宅へ

の優先的入居 

 ２０歳未満の子を扶養している寡婦

若しくは寡夫である者で、速やかに市

営住宅へ入居することを必要としてい

る者について、優先的入居とする取り

組みです。 

 市営住宅入居者選考

委員会での選考の際に、

優先的入居として取り

扱います。 

財産管理課 
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NO. 施策名 施策の内容 今後の方針・展開 担当課 

9 

母子・父子・寡

婦福祉資金貸

付制度（県） 

 母子・父子家庭や寡婦の生活の安定

を図るため各種資金の貸付けを行う事

業です。 

 市が窓口として、母子及び父子並び

に寡婦家庭の生活の安定のための各種

資金の貸付けを行う事業です。 

 ひとり親家庭の経済

的支援を図り、生活の安

定に繋がるよう、市が窓

口として、母子及び父子

並びに寡婦家庭の生活

の安定のための各種資

金の貸付けを行います。 

こども子育

て支援課 
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（４）きめ細かな支援が必要な子どもや家庭への支援 
 

 きめ細かな支援が必要な子どもや子育て家庭を支援するための取り組みです。 
 

NO. 施策名 施策の内容 今後の方針・展開 担当課 

1 

室戸市要保護

児童対策地域

協議会【再掲】 

 児童福祉法より、行政や市内の小・中・

高校及び保育所の関係者、弁護士や民

生・児童委員、警察等の関連機関が一同

に介し児童を取り巻く諸問題に取り組

むことによって個々の児童の心身の健

全育成を図る事業です。 

 要保護児童の適切な保

護又は要支援児童若しく

は特定妊婦への適切な支

援を図るため、必要な情

報の交換を行うととも

に、要保護児童若しくは

要支援児童及びその保護

者又は特定妊婦に対する

支援の内容に関する協議

を継続して実施します。 

こども子育

て支援課 

2 

育児支援を要

する保護者・

乳幼児への支

援 

 「ゆうゆうひろば」にて親子が集い、

遊びやふれあいなどを通じて、保護者同

士の仲間づくりや育児負担の軽減、乳幼

児の健全な成長・発達を促す事業です。 

 児童発達支援センター

の理学療法士等と連携し

ながら、子どもの運動発

達の見立てを行います。 

 相談対応にて保護者の

育児不安の軽減と、育児

技術の獲得を図っていき

ます。 

保健介護課 

3 

育児支援を要

する乳幼児へ

のネットワー

クの形成 

 発達が気になる段階から早期に支援

が受けられる仕組みや、ライフステージ

に応じた切れ目のない支援体制を構築

するために、「子ども部会」を設置し、関

係機関で協議を行う事業です。 

 必要に応じて、年２～

３回程度実施し、情報共

有を図り、支援体制の強

化に努めます。 

保健介護課 

4 
未熟児養育医

療 

 身体の発育が未熟なままで生まれ、入

院を必要とする赤ちゃんの治療に必要

な医療費を、公費負担する制度です。 

 速やかに制度につなが

るように、申請後の手続

きを迅速に行います。 

保健介護課 

5 
障がい児保育 

【再掲】 

 心身に障がいを有する乳幼児の保育

について、集団保育を行い、障がい児一

人ひとりの障がいの種類・程度に十分配

慮した適切な指導を行う事業です。 

 特別な支援を必要とす

る子どもに対して、加配

保育士を配置し、その発

達段階や特性に応じた保

育を行い、適切な指導を

行うことで、健全な社会

性の成長に努めていきま

す。 

こども子育

て支援課 

6 

スクールソー

シ ャ ル ワ ー

カー活用事業 

 生徒指導上の課題に対応するため、社

会福祉等の専門的な知識・技術を用い

て、児童生徒の置かれた様々な環境に働

きかけて支援を行うスクールソーシャ

ルワーカーを配置し、教育相談体制を整

備する事業です。 

 人材確保に努め、引き

続きスクールソーシャル

ワーカーを教育委員会に

配置し、必要に応じ市内

小中学校に派遣します。 

学校教育課 

7 

不登校・特別

な支援が必要

な児童生徒の

自立支援 

 各校でQU（学級集団づくり）アンケー

トの実施・分析や３日調べの報告により

児童・生徒の意識や実態を把握し、指導・

支援の実施に活かしていくとともに、不

登校の児童・生徒を対象に、家庭や学校

と連携をとりながら、教育支援センター

「ふれあい教室」において居場所づくり

や意欲喚起につながる支援を行う事業

です。 

 児童生徒理解研修会を

実施するとともに、教育

相談等との連携も行いな

がら、継続して実施しま

す。 

学校教育課 
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NO. 施策名 施策の内容 今後の方針・展開 担当課 

8 

不登校・特別な

支援が必要な

児童生徒とそ

の家庭への支

援 

 こども家庭センターで不登校等に関す

る相談を受けた際は、学校と情報共有し

ながらこどもや保護者の支援を行いま

す。 

 こども家庭センターと

各学校が連携を強化し、

情報共有や必要な支援を

行います。 

学校教育課 

こども子育

て支援課 

9 
特別支援教育

就学奨励費 

特別支援学級に在籍する児童・生徒の

保護者の経済的負担を軽減するため、奨

励費を支給する事業です。 

継続して実施します。 学校教育課 

10 

小・中学校にお

ける障がい児

施策 

障がいがあるため通常の学級における

指導によっては十分な教育効果が期待で

きない児童・生徒に、一人ひとりの状態に

応じて学級を編成し、きめ細かな教育が

受けられるようにする事業です。また、各

学校に特別支援教育支援員を配置し特別

支援学級に限らず、特別な支援が必要な

児童・生徒の支援を実施する事業です。 

必要に応じて対策を講

じていきます。 
学校教育課 

11 
地域における

障がい児施策 

身体・知的・精神障がい児や発達に気が

かりのある児など、日常生活で支障があ

る方に対して、障がい福祉サービスを提

供し、介護や療育等の支援をする事業で

す。保護者同士の悩みの共有や情報交換

等、子どもたちが安心して暮らせるため

の相談支援を行います。また、長期休暇中

の子どもの居場所づくりとして体験交流

会を行います。 

 障がい児親の会が児数

や活動に参加する保護者

の減少等により、活動を

休止しているため、個別

支援を中心に実施してい

くが、家族数の増加や

ニーズ等に応じ、親の会

の再開に向け支援を行い

ます。 

長期休暇中の居場所づ

くりについては年１回の

継続実施を行います。 

保健介護課 

12 
特別児童扶養

手当 

心身又は精神に中度以上の障がいのあ

る２０歳未満の児童を養育している保護

者に手当を支給する事業です。 

特別児童扶養手当等の

支給に関する法律に基づ

き事業を実施します。 

保健介護課 

13 
障害児福祉手

当 

２０歳未満で重度の障がいがあるため、

日常生活において常時介護を必要として

いる児童に手当を支給する事業です。 

特別児童扶養手当等の

支給に関する法律に基づ

き事業を実施します。 

保健介護課 

14 
里親登録制度

の推進 

家庭での養育に欠ける子どもに深い愛

情と家庭的雰囲気を与えることで健全育

成を図るため、県と協力して里親の登録

を推進する事業です。 

１０月の里親月間に合

わせ、ポスター等による

広報を実施します。 

こども子育

て支援課 

15 

家庭支援推進

保育事業 

【再掲】 

日常の習慣や態度のかん養等につい

て、家庭環境や保育を行う上で特に配慮

が必要とされる児童について、指導計画

の作成や家庭訪問の実施等の家庭支援を

行う事業です。 

家庭環境や配慮を要す

る児童に対して家庭支援

保育士を配置し、関係機

関と連携を取ることで、

家庭への養育支援を継続

して実施します。 

こども子育

て支援課 

14 
里親登録制度

の推進 

家庭での養育に欠ける子どもに深い愛

と家庭的雰囲気を与えることで健全育成

を図るため、県と協力して里親の登録を

推進する事業です。 

１０月の里親月間に合

わせ、ポスター等による

広報を実施します。 

こども子育

て支援課 

15 

家庭支援推進

保育事業 

【再掲】 

日常の習慣や態度のかん養等につい

て、家庭環境や保育を行う上で特に配慮

が必要とされる児童について、指導計画

の作成や家庭訪問の実施等の家庭支援を

行う事業です。 

家庭環境や配慮を要す

る児童に対して家庭支援

保育士を配置し、関係機

関と連携を取ることで、

家庭への養育支援を継続

して実施します。 

こども子育

て支援課 



第４章 施策の展開  

44 

  基本目標５ 安全・安心な子育て環境づくり 

 

（１）子育てにやさしい環境の整備 

 

 子育てにやさしい環境を整えるための取り組みです。 

 

NO. 施策名 施策の内容 今後の方針・展開 担当課 

1 

多子世帯の市

営住宅への優

先的入居 

 ３人以上の１８才未満の児童のいる

者で、速やかに市営住宅へ入居するこ

とを必要としている者について、優先

入居制度の適用を検討する事業です。 

 引き続き市営住宅入

居者選考委員会での選

考の際に、優先的入居と

して取り扱います。 

財産管理課 

2 

市営住宅入居

情報提供の促

進 

 ゆとりのある住宅の確保のために、

市営住宅の入居募集を「広報むろと」

に掲載するとともに、主要公共施設へ

掲示し、情報提供を促進する事業です。 

 引き続き「広報むろ

と」に掲載するととも

に､市内１１か所の掲示

板での情報提供や、今後

は市ホームページにも掲

載するなど、入居希望者

が情報を得やすい環境づ

くりに取り組みます。 

財産管理課 

3 

室内空気環境

の安全性の確

保 

 室内空気環境の安全性を確保するた

め、公営住宅の建替時は基準に基づき

シックハウス対策を実施する事業です。 

 公営住宅の建替時に

は、シックハウス対策に

取り組んでいきます。 

財産管理課 

4 

公園や公共施

設等の乳幼児

トイレ等の整

備 

 公園や公共施設等において、子育て

世帯が安心して利用できる卜イレの整

備の促進を図る事業です。 

 継続して実施します。 

生涯学習課 

観 光 ジ オ

パーク推進

課 

5 

子育てバリア

フリーのまち

の実現 

 トイレ等の整備に限らず、ベビー

ルーム（授乳室、おむつ交換）やキッズ

スペース等の設置の検討を公共施設

（市役所本庁舎、市民館、公民館、図書

館、ジオパークセンター等）から開始

し、市の取り組みが民間へ広がること

で、市全体で子どもにやさしく子育て

しやすいまちづくりを行う事業です。 

 乳幼児と一緒に安心

して出かけることので

きるバリアフリー化や、

ベビールームやキッズ

スペース、乳幼児用のト

イレが設置された施設

等の場所を示した「子育

てバリアフリーマップ」

を作成します。 

こども子育

て支援課 

財産管理課 

人権啓発課 

生涯学習課 

観 光 ジ オ

パーク推進

課 

保健介護課 

6 

多様な遊びの

体験、活躍で

きる機会づく

り 

 地域住民の理解を得た上で、子ども

の遊び場を再検討するとともに、地域

資源を活かした屋内での遊べる場所の

創出を図る事業です。 

 子どもの健全な育成

への貢献に限らず、子ど

もや保護者、地域住民と

の交流の機会を生み出

す空間の創出に取り組

み、子育てしやすいまち

づくりを目指します。 

こども子育

て支援課   
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（２）子どもを災害・犯罪・事故から守る環境づくり 

 

 子どもを災害・犯罪・事故から守るための取り組みです。 

 

NO. 施策名 施策の内容 今後の方針・展開 担当課 

1 

保育所及び学

校適正規模・

適正配置と高

台移転 

 羽根中学校、吉良川中学校、室戸中

学校、佐喜浜中学校を統合します。 

 

 羽根昭和保育所は、中学校統合後に

羽根中学校の跡地に高台移転し、元小

学校は令和７年度から室戸小学校へ統

合し、羽根小学校は羽根中学校跡地に

高台移転します。 

 羽根昭和保育所につ

いては、津波浸水区域内

に位置しているため、元

小学校は、津波浸水想定

が３ｍ～５ｍ、南側が５

ｍ～１０ｍ、羽根小学校

は、津波浸水想定が２ｍ

～３ｍ、周辺の地域が３

ｍ～５ｍとなっており、

高台移転により児童生

徒、教職員の安全確保を

図ります。 

学校教育課 

こども子育

て支援課 

2 
防災教育の推

進・充実 

 災害対応・避難訓練には、各学校・

保育所ごとに創意工夫して多様な学習

を実施し、地域や消防と連携した危機

管理体制の充実・強化を図る事業です。 

 警察署や関係機関の

協力を得て防犯訓練や

火災訓練を全園及び全

小中学校にて、定期的な

訓練を実施することで、

実際に災害が発生した

際に冷静な判断・対応を

することができるよう、

継続して実施します。 

学校教育課 

こども子育

て支援課 

3 

学校・ＰＴＡ・

関係機関等に

よるパトロー

ルの実施 

 各学校で必要に応じて学校付近、通

学路などでＰＴＡや関係機関等と連携

して、パトロール活動の実施、事件・

事故等の発生あるいはその恐れがある

場合には、教職員等が協力して家庭ま

で同行する等して、子どもたちの安全

を図る事業です。 

 また、教育委員会にスクールガード

リーダーを配置し、各小中学校の登下

校時の見守りを実施する事業です。 

 緊急時のパトロール

等については、随時対

応、スクールガードリー

ダーの配置については

継続して実施します。 

学校教育課 

4 

子どもを対象

とした防犯講

習の実施 

 小学生に防犯ブザーを配付、また、

各小中学校・保育所において警察署や

関係機関の協力により防犯訓練や火災

訓練等を実施するとともに、危機管理

マニュアルを作成し、学校内・保育所

内での事件・事故がないよう努める事

業です。 

 継続して実施します。 学校教育課 
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NO. 施策名 施策の内容 今後の方針・展開 担当課 

5 

地域で子ども

を見守るシス

テムづくり 

 警察署により各地区に「こども１１

０番の家」が設置されており、日頃か

ら地域において子どもの安全に気をか

けてもらうとともに、万一の場合に備

え、その活用方法について新入学児を

含め、全児童に周知徹底するよう取り

組む事業です。 

 継続して実施します。 学校教育課 

6 

通学路・通園路

の安全環境の

整備促進 

 歩道のない学校・保育所の通学・通

園路について学校・保育所等の関係機

関と道路管理者との協議の上、歩道整

備や路面標示を行うなど、園児・児童・

生徒等の交通安全を図る事業です。 

 継続して実施します。 建設土木課 

7 防犯灯の設置 

 市内各地の通学路や生活道に防犯灯

を多数設置しており、その維持管理に

努めるとともに、防犯上危険と認めら

れる地域については、今後も新設を推

進する事業です。 

 要望に応じて防犯灯

の設置に努める。 
総務課 

8 
保育所の交通

安全教室 

 保育所、警察、交通安全指導員等と

連携し、子ども向けの DVD 等を使用

しわかりやすく、楽しい交通安全教室

を実施する事業です。 

 関係機関との連携を

強化し、随時対応する。 
総務課 

9 
小学校の交通

安全教室 

 学校、警察、交通安全指導員等と連

携し、１・２年生は信号機を利用した

横断の練習、３年生以上は運動場での

自転車教室等の交通安全教室を実施す

る事業です。 

 継続して年１０回程

度実施予定。 
総務課 

10 
街頭指導の徹

底 

 各交通安全週間・毎月２０日の県民

交通安全の日等に警察・交通安全指導

員等の関係機関、学校関係者・ＰＴＡ

等と協力し、朝の通学時間帯に通学路

で街頭指導を行い、交通安全意識の高

揚を図る事業です。 

 継続して各交通安全

週間及び毎月２０日の

県民交通安全の日に年

１８回程度実施予定。 

総務課 

11 

チ ャ イ ル ド

シート使用推

進 

 チャイルドシートの使用効果及び正

しい使用方法について広報・チラシ等

により積極的に啓発する事業です。 

継続して交通安全期間

中の啓発運動として実

施します。 

総務課 

12 

子どもを犯罪

から守るため

の情報交換の

実施 

 警察、学校、保護者、関係機関等で

構成する運営協議会を年２回開催して

情報交換を行うとともに、常任補導委

員会、地区補導委員会（９地区）等の

開催、各地区で夏休みの夜間にパト

ロールを実施する事業です。 

 街頭指導として、毎日

午前・午後の巡回と、ス

クールサポーターとの

合同巡回を月数回実施

します。夏休み夜間特別

合同補導は、７月下旬か

ら８月末にかけて、警

察・学校・地区補導委員・

保護者等の協力を得な

がら実施します。また、

警察と合同で市街地放

課後合同補導を毎月１

回程度実施します。 

少年育成セ

ンター  



第５章 子ども・子育て支援事業 

47 

 

１ 教育・保育の提供区域の設定 

 

 本市における教育・保育の提供区域については、１区域とします。 

 

   

第５章 子ども・子育て支援事業 

羽根昭和保育所 
羽根中学校 

羽根小学校 

吉良川中学校 

吉良川小学校 

吉良川第一保育所 

元保育所 

むろと保育園 大谷保育所 

室戸中学校 

室戸小学校 

こども家庭センター 

佐喜浜小学校 佐喜浜中学校 

佐喜浜保育所 
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２ 保育の量の見込みと確保の方策 

 

 本市では、幼児の健やかな成長のために、子育て家庭の状況に応じた保育事業を実施して

います。基本的な保育の提供区域は、利用実態や供給体制の状況を踏まえ、市内全域とし

ます。 

 保育において量の見込みを算出し、確保策を検討し、適切な支援が行えるよう努めていま

す。保育の量の見込みとその確保については、３歳から５歳の２号認定、０歳から２歳の３

号認定において、ニーズ量に対して現在の供給体制で充足できると考えています。 

 

【２号認定 ３～５歳】 

単位：人 

 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 令和 10年度 令和 11年度 

①量の見込み 109 102 95 89 83 

②確保方策 134 134 134 134 134 

②-①過不足 25 32 39 45 51 

 

【３号認定 ０歳】 

単位：人 

 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 令和 10年度 令和 11年度 

①量の見込み 10 9 8 7 7 

②確保方策 27 27 27 27 27 

②-①過不足 17 18 19 20 20 

 

【３号認定 １歳】 

単位：人 

 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 令和 10年度 令和 11年度 

①量の見込み 10 9 7 6 5 

②確保方策 19 19 19 19 19 

②-①過不足 9 10 12 13 14 

 

【３号認定 ２歳】 

単位：人 

 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 令和 10年度 令和 11年度 

①量の見込み 40 39 39 38 37 

②確保方策 50 50 50 50 50 

②-①過不足 10 11 11 12 13 
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３ 子ども・子育て支援サービスの量の見込みと確保の方策 
 

 本市では、すべての子育て家庭を対象に、ニーズに応じた様々な子育て支援を行っていま

す。地域子ども・子育て支援事業の提供区域は、利用実態や供給体制の状況を踏まえ、全市

と設定します。各事業の量の見込みとその確保策は以下のとおりです。 
 

 ①利用者支援事業 （こども子育て支援課） 

  子ども又はその保護者の身近な場所で、教育・保育・保健、その他の子育て支援の情報

提供及び相談・助言を行うとともに、関係機関との連絡調整等を実施する事業です。 

単位：箇所 

 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 令和 10年度 令和 11年度 

①量の見込み 1 1 1 1 1 

②確保方策 1 1 1 1 1 

②-①過不足 0 0 0 0 0 

 

○従来の「子育て世代包括支援センター」と「子ども家庭総合支援拠点」が担ってきた機

能を併せた機能を有する「こども家庭センター」を設置しました。母子保健と児童福祉

が連携協働し、すべての妊産婦、子ども、子育て家庭を対象に、妊娠期から子育て期に

至るまでの切れ目のない支援を行います。 
 

 ②地域子育て支援拠点事業 （こども子育て支援課） 

  乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育てについての相談、情報

の提供、助言その他の援助を行う事業です。 

単位：人日、箇所 

 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 令和 10年度 令和 11年度 

①量の見込み 464 473 482 491 501 

②確保方策 464 473 482 491 501 

 実施箇所 1 1 1 1 1 

②-①過不足 0 0 0 0 0 

 

○地域子育て支援拠点事業は、むろと保育園において、地域子育て支援センター「クロー

バー」で実施しています。現状の供給体制で充足できると考えています。 
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 ③妊産婦健康診査  

  妊婦健康診査は、妊婦の健康の保持及び増進を図るため、妊婦に対する健康診査として、

㋐健康状態の把握、㋑検査計測、㋒保健指導を実施するとともに、妊娠期間中の適時に必

要に応じた医学的検査を実施する事業です。 

  産婦健康診査は、退院直後の母子に対して心身のケア等を行い、産後も安心して子育て

ができる支援体制を確保する観点から、産後の初期段階における母子に対する支援を実施

する事業です。 

【妊婦健診】                              単位：人回 

 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 令和 10年度 令和 11年度 

①量の見込み 240 234 228 222 217 

②確保方策 実施期間：概ね妊娠８週から３９週頃 実施機関：保健介護課 

 

【産婦健診】                              単位：人回 

 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 令和 10年度 令和 11年度 

①量の見込み 52 50 46 44 42 

②確保方策 実施期間：概ね産後２週間と産後１か月 実施機関：保健介護課 

 

○定期的な妊産婦健診の周知を行い、全数の保健指導を目指し、供給体制を確保します。 
 

 ④乳児家庭全戸訪問事業  

  生後４か月までの乳児のいる全ての家庭を訪問し、子育て支援に関する情報提供や養育

環境等の把握を行う事業です。 

単位：人 

 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 令和 10年度 令和 11年度 

①量の見込み 25 25 24 24 24 

②確保方策 実施機関：保健介護課  

 

○引き続き供給体制の確保に努めます。 

 

 ⑤養育支援訪問事業  

  養育支援が特に必要な家庭に対して、その居宅を訪問し、養育に関する指導・助言等

を行うことにより、当該家庭の適切な養育の実施を確保する事業です。 

単位：人 

 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 令和 10年度 令和 11年度 

①量の見込み 36 33 31 28 26 

②確保方策 実施機関：保健介護課 

 

○引き続き供給体制の確保に努めます。 
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 ⑥子育て短期支援事業（ショートスティ） （こども子育て支援課） 

  保護者の疾病等の理由により、家庭において養育を受けることが一時的に困難となった

児童について、児童養護施設等に入所させ、必要な保護を行う事業（短期入所生活援助事

業）です。 

単位：人日、箇所 

 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 令和 10年度 令和 11年度 

①量の見込み 6 6 6 6 6 

②確保方策 10 10 10 10 10 

 実施箇所 1 1 1 1 1 

②-①過不足 4 4 4 4 4 

 

○現状の供給体制で量の見込みは充足できると考えます。 

 

 ⑦子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業）  

（こども子育て支援課） 

 乳幼児や小学生等の児童を有する子育て中の保護者を会員として、児童の預かり等の援

助を受けることを希望する者と、当該援助を行うことを希望する者との相互援助活動に関

する連絡、調整を行う事業です。 

単位：人日、人 

 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 令和 10年度 令和 11年度 

①量の見込み 3 3 5 5 10 

②確保方策 5 5 8 8 12 

 提供会員数 10 10 12 12 15 

②-①過不足 2 2 3 3 2 

 

○ファミリー・サポート・センター事業において、「子育ての援助を行いたい方」（提供会

員）の確保とマッチングを図ることにより、地域における有償の相互援助活動を実施し

ていきます。 

 

 ⑧一時預かり事業（幼稚園型を除く） （こども子育て支援課） 

  家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳幼児について、主として昼間

において、保育所（園）で一時的に預かり、必要な保護を行う事業です。 

単位：人日、箇所 

 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 令和 10年度 令和 11年度 

①量の見込み 63 61 60 58 57 

②確保方策 100 100 100 100 100 

 実施箇所 1 1 1 1 1 

②-①過不足 37 39 40 42 43 

 

○現在、むろと保育園で実施しており、現状の供給体制でニーズ量は充足できると考えます。   
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 ⑨時間外保育事業（延長保育事業） （こども子育て支援課） 

  保育認定を受けた子どもについて、通常の利用日及び利用時間帯以外の日及び時間にお

いて、保育所等で引き続き保育を実施する事業です。 

単位：人、箇所 

 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 令和 10年度 令和 11年度 

①量の見込み 11 10 9 8 7 

②確保方策 15 15 15 15 15 

 実施箇所 1 1 1 1 1 

②-①過不足 4 5 6 7 8 

 

○現在、吉良川第一保育所で実施しており、ニーズは充足できると考えます。 

 

 ⑩病児・病後児保育事業  

  病児について、病院・保育所等に付設された専用スペース等において、看護師等が一

時的に保育等を実施する事業です。 

 

○本市では実施していませんが、継続して実施についての検討を行います。 

 

 ⑪放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ） （生涯学習課） 

  保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校児童に対し、授業の終了後等に小学校の

余裕教室などの公共施設及び民間施設等を利用して、適切な遊び及び生活の場を与えて、

その健全な育成を図る事業です。 

単位：人、箇所 

 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 令和 10年度 令和 11年度 

①量の見込み 合計 66 63 60 55 53 

 1年生 13 12 12 10 12 

 2年生 19 16 15 15 12 

 3年生 17 16 13 13 13 

 4年生 11 13 13 11 10 

 5年生 5 4 5 5 4 

 6年生 2 2 2 2 2 

②確保方策 合計 80 80 80 80 80 

 実施箇所 2 2 2 2 2 

②-①過不足 14 17 20 25 27 

 

○現在、むろと放課後児童クラブで実施しており、現状の供給体制でニーズ量は充足でき

ると考えます。   
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 ⑫子育て世帯訪問支援事業（訪問による生活支援）  

 家事・子育て等に対して不安や負担を抱える子育て家庭、妊産婦、ヤングケアラー等

がいる家庭の居宅を専門スタッフが訪問し、不安や悩みを傾聴するとともに、家事支

援、育児養育支援を実施することで家庭や養育環境を整える事業です。 

 

○現在、事業実施予定はありません。ニーズの把握に努めるとともに、人材の確保を考慮

しながら、実施の可能性を検討していきます。 

 

 ⑬児童育成支援拠点事業（学校や家以外の子どもの居場所支援）  

  養育環境に課題のある児童に安全な居場所となる場を開設し、生活支援、学習支援、食

事提供、相談支援を行う事業です。 

 

○現在、事業実施予定はありません。ニーズの把握に努めるとともに、人材の確保を考慮

しながら、実施の可能性を検討していきます。 

 

 ⑭親子関係形成支援事業 （こども子育て支援課） 

  育児に関するワークショップやカウンセリング、親子のコミュニケーションを深めるた

めのイベントなどを行い、家庭内の絆を強化することを目的として、親と子どもの関係を

良好に保つための支援を提供する事業です。 

単位：人 

 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 令和 10年度 令和 11年度 

①量の見込み 6 6 6 6 6 

②確保方策 6 6 6 6 6 

②-①過不足 0 0 0 0 0 

 

○令和７年度よりペアレントトレーニングを実施します。また、同じ悩みや不安を抱えう

る保護者同士が悩みや不安を相談・共有し、情報交換ができる場を設けることで、健全

な親子関係の形成に向けた支援を行います。 

 

 ⑮妊婦等包括相談支援事業 （保健介護課） 

  妊娠期から子育て期までの切れ目のない伴走型支援の充実を図ることを目的とし、妊婦

等に対する相談支援事業を実施し、妊婦等の心身の状況、その置かれている環境その他の

状況の把握を行うほか、母子健康及び子育てに関する情報の提供を行う事業です。 

単位：回 

 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 令和 10年度 令和 11年度 

①量の見込み 47 41 37 32 29 

②確保方策 47 41 37 32 29 

②-①過不足 0 0 0 0 0 

 

○利用者のニーズを適切に把握することにより、実態に即した事業実施に努めます。 
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 ⑯乳児等通園支援事業 （こども誰でも通園制度） 

  保護者の方の就労要件などを問わず、子どもを保育所などの施設に通わせることができ

る新たな制度です。令和８年度から全国的にスタートする予定です。 

単位：人日 

 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 令和 10年度 令和 11年度 

０
歳 

量の見込み 1 1 1 1 1 

確保方策  1 1 1 1 

１
歳 

量の見込み 1 1 1 1 1 

確保方策  1 1 1 1 

２
歳 

量の見込み 0 0 0 0 0 

確保方策  0 0 0 0 

 

○令和７年度は実施しませんが、令和８年度からの実施に向けて準備を行い、利用者の

ニーズを適切に把握し、事業の安定に努めます。 

 

 ⑰産後ケア事業 （保健介護課） 

  出産後１年以内の母子に対して、助産師等の専門職が心身のケアや育児サポート等の支

援を行い、産後も安心して子育てができる支援体制の確保を行う事業です。 

【訪問型】                               単位：人日 

 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 令和 10年度 令和 11年度 

①量の見込み 11 10 9 8 8 

②確保方策 11 10 9 8 8 

②-①過不足 0 0 0 0 0 

 

【通所型】                               単位：人日 

 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 令和 10年度 令和 11年度 

①量の見込み 5 4 4 3 3 

②確保方策 5 4 4 3 3 

②-①過不足 0 0 0 0 0 

 

○利用者のニーズを適切に把握することにより、実態に即した提供体制の確保に努めます。 
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１ 庁内推進体制 

 

 本計画は、子ども・子育て支援事業計画と次世代育成支援対策推進法に基づく市町村行

動計画を兼ね備えており、すべての子どもと子育て家庭を対象とした子育て支援を総合

的に推進する計画です。そのため、全庁的に広く連携し、計画を推進していきます。 

 

２ 関係機関・団体との連携 

 

 計画の実現にあたっては、行政だけでなく、室戸市全体として、子ども・子育て支援に

取り組むことが求められています。そのため、子ども・子育て支援会議をはじめ、市内の

子育て支援に関わる保育所、学校、地域、その他の関係機関・団体等との連携の強化を図

ります。 

 

３ 計画の推進管理 

 

 計画の実務性の確保に向けて、PDCA（Plan Do Check Action）サイクル※の視点に基

づく進捗管理を行います。各課の取組について、必要に応じて計画の目標の達成状況や現

状を毎年度把握します。 

※ＰＤＣＡサイクルとは･･･事業活動における生産管理や品質管理等の管理業務を円滑に進める手法の一つ。 

Plan（計画）→Do（実行）→Check（評価）→Action（改善）の４段階を繰り返し、業務を継続的に改善す

る。 

 

【室戸市子ども・子育て支援計画にかかるＰＤＣＡサイクル】 

 

改善 

（Action） 

 計画 

（Plan） 

・室戸市子ども・子育て支援会議での改善策の

審議 

・庁内関係各課による改善の取組 

 ・子ども・子育て支援会議での課題の提起と施

策の審議 

   

評価 

 （Check） 

 実行 

（Do） 

・室戸市子ども・子育て支援会議での事業の

実施状況、進捗評価 

 ・庁内関係機関との連携による事業展開 

・市民、事業者、各種団体、室戸市との協働に

よる計画の実行  

第６章 推進体制 
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１ 室戸市子ども・子育て支援会議設置条例  
 

○室戸市子ども・子育て支援会議設置条例 

平成２５年６月２７日 

条例第２９号 

 (設置等) 

第１条 この条例は、子ども・子育て支援法(平成２４年法律第６５号。第３条において「法」という。)

第７２条第１項の規定に基づき、室戸市子ども・子育て支援会議(以下「支援会議」という。)を設

置するとともに、同条第３項の規定により支援会議の組織及び運営に関し必要な事項を定めるも

のとする。 

 (組織) 

第２条 支援会議は、委員１０人以内で組織する。 

 (委員) 

第３条 委員は、子ども(法第６条第１項に規定する子どもをいう。)の保護者(同条第２項に規定する

保護者をいう。)、子ども・子育て支援(法第７条第１項に規定する子ども・子育て支援をいう。)

に関し学識経験を有する者その他市長が適当であると認める者のうちから、市長が委嘱する。 

 (任期等) 

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前任

者の残任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

 (会長) 

第５条 支援会議に会長を置き、委員の互選によって定める。 

２ 会長は、会務を総理し、支援会議を代表する。 

３ 会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、会長があらかじめ指名した委員が、その職務

を代理する。 

 (会議) 

第６条 支援会議の会議(以下「会議」という。)は、会長が招集する。 

２ 会議の議長は、会長が当たる。 

３ 会議は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開き、議決することができない。 

４ 会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するところに

よる。 

 (委員以外の者の出席等) 

第７条 会長は、必要があると認めるときは、委員以外の者に会議への出席を求め、及び意見を求め

ることができる。 

 (雑則) 

第８条 この条例に定めるもののほか、支援会議の運営に関し必要な事項は、会長が定める。 

   附則 

 (施行期日) 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 (経過措置) 

２ 第６条第１項の規定にかかわらず、この条例の施行の日以後最初に開かれる会議は、市長が招集

する。 

   附則(令和５年条例第９号) 

 この条例は、令和５年４月１日から施行する。  

 資料編 

https://www.city.muroto.kochi.jp/reiki_int/reiki_honbun/o303RG00000926.html#e000000067
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２ 室戸市子ども・子育て支援会議委員名簿 

 

 氏名  役職名 

会 長 森岡 美和 任命 佐喜浜保育所 園長 

副会長 長崎 信彦 委嘱 
安芸地区交通安全 

指導員協議会室戸支部長 

 山本 李恵 委嘱 
佐喜浜放課後子ども教室 

コーディネーター 

 中村 幸奨 委嘱 むろと保育園 保護者会長 

 清水 美和 委嘱 吉良川第一保育所 園長 

 山﨑 美砂 委嘱 
室戸小学校 校長 

（室戸市小中学校長会副会長） 

 中屋 康一郎 委嘱 室戸小学校 PTA会長 

 川西 孝和 委嘱 むろとぴあ医院 院長 

 濵田 麻愛 委嘱 
安芸福祉保健所 

健康障害課チーフ(母子・感染症担当） 

 粟飯原 良造 委嘱 
鳴門教育大学大学院学校教育研究科人間教育 

専攻心理臨床コース臨床心理学領域特命教授 
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３ アンケート調査結果（概要） 

 

【グラフの見方】 

・回答結果の割合「％」は有効サンプル数に対して、それぞれの回答数の割合を小数点以下第２位

で四捨五入したものです。そのため、単数回答（複数の選択肢から１つの選択肢を選ぶ方式）で

あっても合計値が 100％にならない場合があります。このことは、本報告書の分析文章、グラフ

及び表においても反映しています。 

・複数回答(複数の選択肢から２つ以上の選択肢を選ぶ方式)の設問の場合、回答は選択肢ごとの有

効回答数に対して、それぞれの割合を示しています。そのため、合計が 100％を超える場合があ

ります。 

・グラフ及び表中に「不明・無回答」とあるものは、回答が示されていない、または回答の判別が

困難なものです。 

・グラフ及び表中のｎ（number of case）は、集計対象者総数（あるいは回答者限定設問の限定条

件に該当する人）を現しています。 

 

お子さんの保護者の就労状況について 

 

問 母親の就労状況は次のどれですか。（〇は１つ） 

 母親の就労状況についてみると、就学前児童保護者では、「フルタイムで就労しており、

産休・育休・介護休業中ではない」の割合が 39.6％と最も高く、次いで「パート・アルバ

イト等で就労しており、産休・育休・介護休業中ではない」32.9％となっています。 

 前回調査と比較すると、概ね同じ傾向ですが、「フルタイムで就労しており、産休・育休・

介護休業中ではない」が 9.3ポイント増加し、「パート・アルバイト等で就労しており、産

休・育休・介護休業中ではない」が 2.9ポイント減少しています。 

 小学校児童保護者では、「フルタイムで就労」の割合が 45.4％と最も高く、次いで「パー

ト・アルバイト等で就労」が 34.4％となっています。 

 

【就学前児童保護者】単数回答 

   

39.6

4.3

32.9

1.8

12.8

1.8

6.7

30.3

6.0

35.8

3.7

18.8

0.9

4.6

0% 20% 40% 60%

フルタイム（1週5日程度・1日8時間程度の就労）で

就労しており、産休・育休・介護休業中ではない

フルタイム（1週5日程度・1日8時間程度の就労）で

就労しているが、産休・育休・介護休業中である

パート・アルバイト等（「フルタイム」以外の就労）で

就労しており、産休・育休・介護休業中ではない

パート・アルバイト等（「フルタイム」以外の就労）で

就労しているが、産休・育休・介護休業中である

以前は就労していたが、現在は就労していない

これまで就労したことがない

無回答

今回調査 n=164

前回調査 n=218
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【小学校児童保護者】単数回答 

 
 

就労状況で非就労に〇をつけた方にお聞きします。 

問 今後、働きたいという希望はありますか。（〇は１つ） 

 非就労の保護者で、今後、働きたい希望についてみると、「すぐにでも、もしくは１年以

内に就労したい」の割合が 45.8％と最も高くなっています。 

 

【就学前児童保護者】単数回答 

   

45.4

34.4

10.6

3.2

6.4

0% 20% 40% 60%

フルタイム（1週5日程度・1日8時間程度の就労）で就労

（産休・育休・病休・介護休業中を含む）

パート・アルバイト等（「フルタイム」以外の就労）で就労

（産休・育休・病休・介護休業中を含む）

以前は就労していたが、現在は就労していない

これまで就労したことがない

無回答

n=218

37.5

45.8

16.7

0.0

0% 20% 40% 60%

子育てや家事などに専念したい（就労の予定はない）

すぐにでも、もしくは１年以内に就労したい

1年より先、一番下の子どもが 歳になったころに就

労したい

無回答

n=24
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お子さんの平日の定期的な教育・保育事業の 

利用状況について  
 

問 現在の利用の有無にかかわらず、お子さんの平日の教育・保育事業として、「定期的に」

利用したいと考える事業がありますか。（〇は１つ） 

 平日の教育・保育事業で、最も利用したいと考える事業は、「認可保育所」の割合が 42.1％

と最も高くなっています。 

 前回の調査と比較すると、概ね同じ結果となっています。 

 

【就学前児童保護者】単数 

○最も利用したいと考える平日の教育・保育事業（単数回答） 

 
 

※「小規模な保育施設」「自治体の認証・認定保育施設」「その他の認定外保育施設」「居宅訪問型保育」への回

答はありませんでした。「家庭的保育」は 0.6％の回答となっています。 

 

前問で「幼稚園」または「幼稚園の預かり保育」に回答し、かつ他の複数事業を選択した方にお聞き

します。 

問 幼稚園や幼稚園の預かり保育の利用を強く希望しますか。（〇は１つ） 

 幼稚園や幼稚園の預かり保育の利用希望をみると、「はい」の割合が 65.2％、「いいえ」

が 26.1％となっています。 

 前回調査と比較すると、「はい」の割合が 18.5ポイント増加しています。 

 

【就学前児童保護者】単数回答 

   

6.1

1.8

42.1

9.2

0.6

3.1

0.6

7.3

28.7

8.3

0.9

39.4

3.7

1.8

0.9

0.9

0.9

42.7

0% 20% 40% 60%

幼稚園

幼稚園の預かり保育

認可保育所

認定こども園

事業所内保育施設

ファミリー・サポート・センター

その他

利用したい事業はない

無回答

今回調査 n=164

前回調査 n=218

65.2

46.7

26.1

0.0

8.7

53.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査 n=23

前回調査 n=45

はい いいえ 無回答
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お子さんの放課後や休日の過ごし方について 

 

問 日頃、お子さんをみてもらえる親族・知人はいますか。（〇はいくつでも） 

 日頃、子どもを見てもらえる親族・知人をみると、「緊急時もしくは用事の際には祖父母

等の親族にみてもらえる」の割合が 54.6％と最も高く、次いで「日常的に祖父母等の親族

にみてもらえる」が 39.5％となっています。一方、「いずれもいない」が 9.6％となってい

ます。 

 

【小学校児童保護者】複数回答 

 
 

問 お子さんについて、今後、放課後子ども教室を利用したいですか。（〇は１つ） 

 今後の放課後子ども教室の利用についてみると、「利用している」の割合が 26.2％、「利

用したい」13.8％、合わせると 40.0％となっており、「利用する必要がない」39.5％、「利

用したいが居住地に無い」6.4％となっています。 

 

【小学校児童保護者】単数回答 

 
   

54.6

39.5

8.7

2.8

9.6

2.3

0% 20% 40% 60%

緊急時もしくは用事の際には祖父母等の親族にみ

てもらえる

日常的に祖父母等の親族にみてもらえる

緊急時もしくは用事の際には子どもをみてもらえる

友人・知人がいる

日常的に子どもをみてもらえる友人・知人がいる

いずれもいない

無回答

n=218

26.2 13.8 39.5 6.4 10.6 3.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=218

利用している 利用したい

利用する必要はない 利用したいが居住地に無い

わからない 無回答
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問 お子さんについて、放課後児童クラブを利用したいですか。（〇は１つ） 

 放課後児童クラブの利用についてみると、「利用している」の割合が 22.9％、「利用した

い」5.1％、合わせると 28.0％となっており、「利用する必要はない」41.7％、「利用した

いが居住地にない」8.7％となっています。 

 

【小学校児童保護者】単数回答 

 
 

 

お子さんの土曜・休日の「定期的」な 

教育・保育事業の利用希望について  
 

問 お子さんについて、土、日、祝日に、定期的な教育・保育の事業の利用希望はあります

か。（一時的な利用は除きます）（〇は１つ） 

 土、日、祝日の定期的な教育・保育の利用希望についてみると、「利用する必要はない」

の割合が土曜日 49.4％、日曜日・祝日 68.3％と最も高く、次いで「月に１～２回は利用し

たい」が土曜日 31.7％、日曜・祝日 22.6％、「ほぼ毎週利用したい」が土曜日 15.9％、日

曜・祝日 3.1％となっています。 

 

【就学前児童保護者】単数回答  

 
   

22.9 5.1 41.7 8.7 17.4 4.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=218

利用している 利用したい

利用する必要はない 利用したいが居住地にない

わからない 無回答

49.4

15.9

31.7

3.1

68.3

3.1

22.6

6.1

0% 20% 40% 60% 80%

利用する必要はない

ほぼ毎週利用したい

月に１～２回は利用したい

無回答

土曜日 n=164

日曜日・祝日 n=164
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お子さんの病気の際の対応について 
 

平日の定期的な教育・保育事業を利用していると答えた方と、小学生の保護者にお聞きします。 

問 この１年間に、お子さんが病気やケガで通常の教育・保育事業／学校が利用できなかっ

たことはありますか。（〇は１つ） 

 この一年間で病気やケガで教育・保育／学校が利用できなかった経験についてみると、就

学前児童保護者では「あった」の割合が 82.2％、小学校児童保護者では 83.9％となってい

ます。 

 就学前児童保護者を前回調査と比較すると、「あった」が 17.1ポイント増加しています。 

 

【就学前児童保護者】単数回答  

 
 

【小学校児童保護者】単数回答 

 
 

病気やケガで利用できなかったことがある方にお聞きします。 

問 普段利用している教育・保育事業／学校が利用できなかった場合、どのように対処され

ましたか。（〇はいくつでも） 

 病気やケガで利用できなかった場合の対処についてみると、就学前児童保護者では「母親

が休んだ」の割合が 89.2％と最も高く、小学校児童保護者でも 78.7％と最も高くなってい

ます。 

 前回調査と比較すると、「母親が休んだ」が 9.1ポイント増加し、「父親が休んだ」が 14.2％

増加しています。一方、「（同居者を含む）親族・知人にみてもらった」が 17.6ポイント減

少しています。 

 

【就学前児童保護者】複数回答 （上位４項目を抜粋） 

   

82.2

65.1

14.4

20.2

3.4

14.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査 n=146

前回調査 n=218

あった なかった 無回答

83.9 14.2 1.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=218

あった なかった 無回答

89.2

33.3

25.0

13.3

80.1

19.1

42.6

15.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

母親が休んだ

父親が休んだ

（同居者を含む）親族・知人に子どもをみてもらった

父親又は母親のうち就労していない方が子どもをみた

今回調査 n=120

前回調査 n=141



資料編  

64 

【小学校児童保護者】複数回答（上位５項目を抜粋） 

 
 

前問で「父親が休んだ」または「母親が休んだ」に回答した方にお聞きします。 

問 室戸市には現在、病児・病後児保育を行っている施設はありませんが、「病児・病後児

保育施設等があれば利用したい」と思われますか。（〇は１つ） 

 病児・病後児保育の施設がある場合の利用希望についてみると、就学前児童保護者では「病

児病後児保育施設があれば利用したい」の割合が 55.6％となっており、小学校児童保護者

では 30.4％となっています。 

 就学前児童保護者の前回調査と比較すると、概ね同じ傾向となっています。 

 

【就学前児童保護者】単数回答  

 
 

【小学校児童保護者】単数回答 

 
 

※病児・病後児保育施設を利用したいと思わない理由について、就学前児童保護者の回答では、「病児・

病後児を他人に見てもらうのは不安」の割合が 62.5％と最も高く、次いで「親族・知人に子どもをみ

る人がいる」29.2％、「制度についてよく知らない」25.0％となっています。   

78.7

26.8

24.0

12.0

9.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

母親が休んだ

父親が休んだ

（同居者を含む）親族・知人に子どもをみてもらった

父親又は母親のうち就労していない方が子どもをみた

仕方なく子どもだけで留守番をさせた

n=183

55.6

57.0

44.4

40.4

0.0

2.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査 n=108

前回調査 n=114

病児・病後児保育施設があれば利用したい
利用したいとは思わない
無回答

30.4 65.5 4.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=148

できれば病児・病後児保育施設を利用したい

利用したいとは思わない

無回答
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お子さんのファミリー・サポート・センターの利用希望について  
 

問 お子さんについて、ファミリー・サポート・センターを利用したいですか。（〇は１つ） 

 ファミリー・サポート・センターの利用希望についてみると、就学前児童保護者では「利

用したい」の割合が 28.7％、「利用する必要はない」が 27.4％となっており、小学校児童

保護者では「利用したい」15.6％、「利用する必要はない」49.1％となっています。 

 

【就学前児童保護者】単数回答 

 
 

【小学校児童保護者】単数回答  

 
 

※「利用したい」と回答した人のうち、どのような場面での利用を望むかを聞くと、就学前児童保護者で

は、「冠婚葬祭や買い物、学校行事の際の子ども預かり」が 51.1％と最も高く、次いで「子育てから

離れてリフレッシュしたい時」が 44.7％となっており、小学校児童保護者では、「小学校の放課

後、放課後児童クラブ、放課後子ども教室終了後の預かり」と「冠婚葬祭や買い物、学校行事の際

のこども預かり」がともに 44.1％と最も高くなっています。 

 

お子さんの地域子育て支援センターの利用状況について 
 

問 お子さんは、現在、地域子育て支援センター（親子が集まって過ごしたり、相談したり、

情報提供を受けたりする場所）を利用していますか。（〇は１つ） 

 地域子育て支援センターの利用状況についてみると、「利用している」の割合が 6.1％、

「利用していない」が 92.7％となっています。 

 前回調査と比較すると、概ね同じ傾向となっていますが、「利用している」が 1.5ポイン

ト増加しています。 

 

【就学前児童保護者】単数回答 

 

28.7 27.4 39.0 4.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査 n=164

利用したい 利用する必要はない わからない 無回答

15.6 49.1 33.0 2.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=218

利用したい 利用する必要はない わからない 無回答

6.1

4.6

92.7

93.1

1.2

2.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査 n=164

前回調査 n=218

利用している 利用していない 無回答
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問 地域子育て支援センターについて、「今は利用していないが、できれば今後利用したい」

あるいは、「利用日数を増やしたい」という希望がありますか。（〇は１つ） 

 地域子育て支援センターの利用希望についてみると、「利用していないが、今後利用した

い」の割合が 13.4％、「既に利用しているが、今後利用日数を増やしたい」2.4％、「新たに

利用したり、利用日数を増やしたいとは思わない」78.1％となっています。 

 前回調査と比較すると、概ね同じ傾向となっています。 

 

【就学前児童保護者】単数回答 

 
 

すべての方に、育児休業や短時間勤務制度など 

職場の両立支援制度ついて 
 

問 育児休業の取得に関して、下のような仕組みがありますが、そのことをご存知でしたか。

（〇は１つ） 

 育児休業の取得についての認知度をみると、「①育児休業給付、②保険料免除のいずれも

知っていた」の割合が 39.0％と最も高く、次いで「①育児休業給付、②保険料免除のいず

れも知らなかった」23.8％となっています。 

 前回調査と比較すると、「①育児休業給付、②保険料免除のいずれも知っていた」が 9.6

ポイント増加し、「①育児休業給付、②保険料免除のいずれも知らなかった」が 1.4ポイン

ト減少しています。 

 

【就学前児童保護者】単数回答 

   

13.4

12.4

2.4

3.2

78.1

74.3

6.1

10.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査 n=164

前回調査 n=218

利用していないが、今後利用したい
すでに利用しているが、今後利用日数を増やしたい
新たに利用したり、利用日数を増やしたいとは思わない
無回答

39.0

29.4

20.7

34.4

3.7

2.2

23.8

25.2

12.8

8.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査 n=164

前回調査 n=218

①育児休業給付、②保険料免除のいずれも知っていた

①育児休業給付のみ知っていた

②保険料免除のみ知っていた

①育児休業給付、②保険料免除のいずれも知らなかった

無回答
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問 お子さんが生まれた時、父母のいずれかもしくは双方が育児休業を取得しましたか。

（〇は１つ） 

 育児休業の取得についてみると、母親では「取得した（取得中である）」の割合が 37.2％

と最も高く、次いで「働いていなかった」36.6％、「取得していない」22.0％となっています。 

 前回調査と比較すると、「働いていなかった」が 12.0ポイント減少し、「取得した（取得

中である）」が 6.5ポイント増加し、「取得していない」4.6ポイント増加しています。 

 取得していない理由をみると、「子育てや家事に専念するため退職した」が 19.4％と最も

高くなっていますが、前回調査と比較すると 4.3ポイント減少しています。「有期雇用にた

め育児休業の取得要件を満たさなかった」をみると、前回 7.9％、今回 16.7％と 8.8ポイ

ント増加しています。 

 

【就学前児童保護者】単数・複数回答 

○母親 

 
※父親では、「取得していない」の割合が 75.0％と最も高く、次いで「取得した（取得中である）」

6.1％となっています。 

 

＜取得していない理由＞ 

○母親（上位３項目を抜粋） 

 
 

※「取得した（取得中である）」と回答した人のうち、「育児休業取得後、職場に復帰した」と回答した

人の割合は、80.3％となっています。 

※希望よりも早く復帰した人に理由を聞くと、「経済的な理由で早く復帰する必要があった」と回答し

た人の割合が 46.4％と最も高く（前回調査：75.0％）、次いで「その他」25.0％となっています。 

   

36.6

37.2

22.0

4.3

48.6

30.7

17.4

3.2

0% 20% 40% 60% 80%

働いていなかった

取得した（取得中である）

取得していない

無回答

今回調査 n=164

前回調査 n=218

19.4

16.7

13.9

23.7

7.9

15.8

0% 20% 40%

子育てや家事に専念するため退職した

有期雇用のため育児休業の取得要件を満たさな

かった

仕事が忙しかった

今回調査 n=36

前回調査 n=38
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問 仕事と子育てを両立させる上で大変だと感じることは何ですか。（〇はいくつでも） 

 仕事と子育ての両立における大変だと思うことをみると、「自分が病気・ケガをしたとき

や子どもの急病時に代わりに面倒をみる人がいないこと」の割合が 53.7％と最も高く、次

いで「子どもと接する時間が少ないこと」が 32.3％となっています。 

 前回調査と比較すると、概ね同じ傾向となっています。 

 

【就学前児童保護者】複数回答（上位６項目を抜粋） 

   

53.7

32.3

31.1

11.0

10.4

14.6

46.3

32.6

31.7

17.0

12.4

14.2

0% 20% 40% 60% 80%

自分が病気・ケガをしたときや子どもの急病時に代

わりに面倒をみる人がいないこと

子どもと接する時間が少ないこと

急な残業や出張が入ってしまうこと

配偶者の協力が得られないこと

職場に子育てを支援する制度がないこと（育児休

業、子どもの看護休暇、短時間勤務など）

特に大変だと感じることはない

今回調査 n=164

前回調査 n=218
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子育て全般についてお聞きします 
 

子育て全般の問いで、「不安や負担を感じる」に回答した方にお聞きします。 

問 どのような理由で子育てに不安や負担を感じますか。（〇はいくつでも） 

 子育て全般での不安や負担を感じることをみると、就学前児童保護者では「地域の医療体

制への不安を感じる」の割合が 54.1％と最も高く、次いで「子育て（教育）にかかる経済

的負担が大きい」52.9％となっており、小学校児童保護者では「子育て（教育）にかかる経

済的負担が大きい」が 59.6％と、次いで「地域の医療体制への不安を感じる」57.6％となっ

ています。就学前児童保護者を前回調査と比較すると、「地域の医療体制への不安を感じる」

が 7.6ポイント減少する一方、「育て（教育）にかかる経済的負担が大きい」15.7ポイント

と最も増加しています。 

 

【就学前児童保護者】複数回答（上位８項目を抜粋） 

 
 

【小学校児童保護者】複数回答 （上位６項目を抜粋） 

 
   

54.1

52.9

41.2

31.8

31.8

30.6

28.2

20.0

61.7

37.2

38.3

38.3

45.7

51.1

31.9

24.5

0% 20% 40% 60% 80%

地域の医療体制への不安を感じる

子育て（教育）にかかる経済的負担が大きい

仕事と子育ての両立が難しい

子どもの健康や発達に不安を感じる

安全な遊び場や児童館など、子どもの居場所が身

近にない

子どもの教育やいじめなどが心配だ

自分のための時間がもてない

安全に通園・通学ができる歩道や防犯施設等の整

備が進んでいない

今回調査 n=85

前回調査 n=94

59.6

57.6

47.5

39.4

34.3

21.2

0% 20% 40% 60% 80%

子育て（教育）にかかる経済的負担が大きい

地域の医療体制への不安を感じる

子どもの教育やいじめなどが心配だ

安全な遊び場や児童館など、子どもの居場所が

身近にない

仕事と子育ての両立が難しい

子どもに関する犯罪や事故が増えている

n=99
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問 室戸市は子育てがしやすいまちだと思いますか。（〇は１つ） 

 室戸市での子育てしやすさについてみると、子育てしやすいまちだと『思う』（「そう思う」

と「どちらかというとそう思う」の合計、以下同じ）の割合が 25.0％、『思わない』（「どち

らかというとそう思わない」と「そう思わない」の合計、以下同じ）が 55.5％となってい

ます。 

 前回調査と比較すると、『思う』が 6.7 ポイント減少し、『思わない』が 0.9 ポイント減

少しています。 

 

【就学前児童保護者】単数回答 

 
 

問 子育てしやすいと思った理由をお書きください。（自由記述）（抜粋） 

・自然が多い       ・子育て支援が充実       ・保育園に入りやすい 

・近くに祖父母がいる   ・保育料・給食費・医療費が無料 ・地域の人がやさしい 

・遊べる場所がある 等 

 

問 子育てがしやすくないと思った理由をお書きください。（自由記述）（抜粋） 

・小児科・産婦人科がない ・病児保育がない       ・店がない 

・子どもだけで遊べる場所が少ない            ・交通の便が悪い 

・物価が高い       ・公共の施設にベビールーム・授乳室がない 

・習い事が少ない     ・段差が多くベビーカーの移動が難しい 等 

   

6.7

9.2

18.3

22.5

31.7

24.3

23.8

32.1

15.9

8.7

3.7

3.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査 n=164

前回調査 n=218

そう思う どちらかというとそう思う

どちらかというとそう思わない そう思わない

わからない 無回答
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問 室戸市で今後も子育てをしていきたいですか。（〇は１つ） 

 室戸市で子育てを続けたいかをみると、就学前児童保護者では『続けたい』（「続けたい」

と「どちらかといえば続けたい」の合計、以下同じ）の割合が 48.2％となっており、『続け

たくない』（「できれば市外へ転居したい」と「市外へ転居したい」の合計、以下同じ）34.1％

となっています。 

 前回調査と比較すると、概ね同じ傾向となっていますが、『続けたい』が 5.0ポイント減

少し、『続けたくない』が 4.2ポイント増加しています。 

 小学校児童保護者では、『続けたい』（「そう思う」と「どちらかと言えばそう思わない」

の合計）の割合が 53.6％、『続けたくない』（「どちらかと言えばそう思わない」と「そう思

わない」の合計）42.2％となっています。 

 

【就学前児童保護者】単数回答 

 
 

【小学校児童保護者】単数回答  

 
 

問 室戸市での子育てについて回答したその理由を教えてください。（自由記述） 

【小学校児童保護者】（抜粋） 

【肯定的意見】 

・自然が豊か          ・地域の方がやさしい      ・手厚い教育 

・学年を超えた交友関係が築ける ・祖父母の助けがある      ・住み慣れた場所 

・安心して子育てができる    ・医療費・給食費の助成がある   等 

【否定的意見】 

・病院（小児科）がない     ・子どもが遊べる場所が無い   ・店が少ない 

・子育て支援が少ない      ・スポーツ・習い事が充実していない 

・地震（災害）の不安      ・教育レベルが低い       ・仕事がない 等 

   

28.1

26.1

20.1

27.1

15.2

12.4

25.6

21.6

8.5

8.3

2.4

4.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査 n=164

前回調査 n=218

続けたい どちらかといえば続けたい
どちらでもよい できれば市外へ転居したい
市外へ転居したい 無回答

19.7 33.9 27.5 14.7 4.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=218

そう思う どちらかと言えばそう思う

どちらかと言えばそう思わない そう思わない

無回答
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問 下記のサービスを知っていたり、これまでに利用したことはありますか。また、今後、

利用したいと思いますか。サービスごとに、A～Cのそれぞれについて、「はい」、「いい

え」のどちらかに〇をつけてください。（それぞれ〇は１つ） 

 各サービスについてみると、認知度では「育児教室（子育て広場・離乳食教室等）」の割

合が 78.7％と最も高く、一方「児童館」が最も低くなっています。 

 利用の経験をみると、「産後訪問（助産師訪問）」が 58.5％と最も高く、一方「児童館」

が最も低くなっています。 

 今後の利用についてみると、「保育所や幼稚園の園庭等の開放」が 43.9％と最も高く、一

方「室戸市子育て世代包括支援センター むろとっこの相談」が 25.0％と最も低くなって

います。 

 

【就学前児童保護者】単数回答 

n=164 

知っている 
利用したことが 

ある 
今後利用したい 

はい いいえ はい いいえ はい いいえ 

妊産婦教室（プレママひろば） 78.1％ 12.2％ 37.2% 45.1% 28.1% 43.9% 

育児教室 

（子育て広場・離乳食教室等） 

 

78.7％ 10.4％ 52.4% 32.9% 32.9% 38.4% 

室戸市子育て世代包括支援セン

ター むろとっこの相談 
54.9％ 31.7％ 17.1% 64.0% 

 

25.0% 49.4% 

こんにちは赤ちゃん事業 

（家庭訪問） 
67.7％ 20.1％ 54.3% 28.1% 29.3% 43.3% 

産後訪問（助産師訪問） 75.6％ 13.4％ 58.5% 25.6% 36.0% 36.6% 

保育所や幼稚園の園庭等の開放 64.6％ 23.8％ 37.8% 44.5% 43.9% 28.7% 

児童館 43.3％ 44.5% 12.8% 66.5% 31.7% 42.7% 

 

問 今よりももっと子育てしやすいまちとなるためにはどのようなことが重要だと思いま

すか。（〇は３つまで） 

 子育てしやすいまちとなるための重要点についてみると、「子どもの医療機関の整備」の割合が

62.8％と最も高く、次いで「子育てへの経済的支援」が42.1％となっています。 

 前回調査と比較すると、「子育てへの経済的支援」が18.2ポイント、最も増加しています。 

 

【就学前児童保護者】複数回答（上位６項目を抜粋） 

 
62.8

42.1

39.0

20.7

14.6

12.2

66.1

23.9

42.2

23.9

22.0

9.6

0% 20% 40% 60% 80%

子どもの医療機関の整備

子育てへの経済的支援

遊び場（公園や施設）の充実

仕事と子育てが両立できる職場環境

子どもの安全の確保（事故や犯罪など）

働く親が利用できる子育て支援事業の推進

今回調査 n=164

前回調査 n=218
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 子育てしやすいまちとなるための重要点について小学校児童保護者をみると、「必要な時にい

つでも受診できる小児医療体制を確立すること」の割合が88.1％と最も高く、次いで「子どもが

気軽に集い、遊びやスポーツなどができるスポーツ施設や公園を増やすこと」が 69.7％となっ

ています。 

 

【小学校児童保護者】複数回答 （上位８項目を抜粋） 

 
   

88.1

69.7

56.0

51.8

50.5

49.5

44.0

42.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

必要な時にいつでも受診できる小児医療体制を確

立すること

子どもが気軽に集い、遊びやスポーツなどができる

スポーツ施設や公園を増やすこと

子どもが安心して外で遊んだり通学したりできるよ

う、防犯対策を充実させること

児童虐待、いじめ、不登校などの予防、緊急避難な

どの子どもを守る対策を進めること

小中高生が放課後や長期休業中に利用できる居場

所（児童館やこども館など）を拡充すること

子どもが学ぶ力や社会参加に必要な力を身につけ

る機会を増やすこと

私用や緊急時に子どもを預けられる施設を増やす

こと

いろいろな仕事や職業について地域の大人に教え

てもらえる機会をつくること

n=218
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問 今後、子育てについての相談相手、相談場所として希望することは何ですか。 

（〇はいくつでも） 

 子育てについての相談相手、相談場所として希望することをみると、「医師や専門の相談

員などに相談したい」の割合が 36.0％と最も高く、次いで「子どもについて、何でも相談

できる総合的な窓口がほしい」31.1％、「同年齢の子どもをもつ者同士で相談・情報交換し

たい」25.0％となっています。 

 前回調査と比較すると、概ね同じ傾向となっています。 

 

【就学前児童保護者】複数回答 

 
 

問 市の子育て支援に希望することや、子育てで困っていること、保育所に対する意見な

ど何でも構いませんので、ご自由にご記入ください。（自由記述） 

【就学前児童保護者】（抜粋） 

・発達障害のための保育園がない    ・小児科がなく、緊急時が不安（医療の充実） 

・アクセスのよい小さい公園      ・遊び場が少ない 

・クーポンや給付金で助かっている   ・児童クラブの時間延長 

・子どもを預けて安心して働ける環境  ・地震・津波が怖い 

・診療所で小児科をつくってほしい   ・子育て支援の充実 等 

 

【小学校児童保護者】（抜粋） 

・地元に中学校を残してほしい     ・子どもの急病時に不安 

・子育てしやすい環境の整備      ・病院の充実 

・シングル家庭への支援の充実     ・子どもが遊べる場所 等 

  

36.0

31.1

25.0

22.6

17.7

12.2

1.8

0.6

29.3

4.9

34.9

32.1

34.9

17.4

17.4

15.1

4.4

1.8

25.7

6.0

0% 20% 40% 60% 80%

医師や専門の相談員などに相談をしたい

子どもについて、何でも相談できる総合的な窓口が

ほしい

同年齢の子どもをもつ者同士で相談・情報交換した

い

身近な地域で気軽に相談できる場所がほしい

電話やインターネットなど匿名で相談したい

子育て経験者に子育ての相談をしたい

家に来て相談にのってほしい

その他

特にない

無回答

今回調査 n=164

前回調査 n=218
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